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設置の趣旨・必要性 

１．設置の趣旨及び必要性 

（１）大阪教育大学大学院（修士課程）を改革する意義・必要性

大阪教育大学は、学長のリーダーシップのもと「教員養成及び教育・学習支援人材養成

の広域的拠点として、全学的な改革に取り組み、我が国の教育界を牽引するグローバル教

育人材を養成する。」ことを基本目標としている。この目標のもと、平成 27 年４月の連合

教職実践研究科（以下「連合教職大学院」という。）の設置を契機に、大学改革を加速度

的に実施してきた。続く平成 29 年４月には、学部改組により教育協働学科を新設し、学

校教員と協働し教育環境を発展充実させる人材を養成する改革を行った。 

 つまり、一つの領域（考え方）に偏ることなく、『組み合わせる』思考を獲得できる人

材養成を柱に据えた教育組織改革をスピード感もって継続的に進めている。 

 一方、人口減少や少子高齢化、Society5.0 時代、加えてグローバル化の進展など急速

な社会の変化に伴い、新時代を切り拓く子どもたちが備えるべき資質・能力もこれまでと

は大きく異なり、教育現場の質的転換が求められる中、教員の資質・能力の高度化は言う

に及ばず、教育現場を教員以外の立場からサポートする人材の高度化への対応も早急に

行う必要があるとともに、直接的・間接的に教育現場を支える人材間の理解を深める必要

がある。 

 そうした中、本学大学院修士課程（以下「修士課程」という。）は、平成 31 年４月に、

教育課題の複雑化・多様化に対応した教員の高度化をめざした教育課程を実現するため、

教員養成に係る部分は全て教職大学院化を図った。一方、教員以外の立場から教育現場の

高度化の一翼を担う人材養成については、現修士課程の教育課程では十分な対応が困難

であるとともに、教員と教員以外の立場からサポートする人材間で互いを理解すること

も困難な状況であり早急な改革が必要である。 

 そのため、令和３年４月に、現修士課程を全て廃止し、連合教職大学院との連携科目や

教育現場での実習等を教育課程に組み込み、教員以外の立場から教育現場の高度化の一

翼を担う高度な人材養成を行うための新たな修士課程に生まれ変わる。 

加えて、連合教職大学院で学ぶ現職教員等においては、教員以外の立場から教育現場の

サポートを希望する者との交流を通じ、更に連合教職大学院での学びが深いものとなる

ことが期待される。

新たな修士課程である教育学研究科は、これまでの４専攻（国際文化専攻、総合基礎科

学専攻、芸術文化専攻、健康科学専攻）から、高度教育支援開発専攻（以下「本専攻」と

いう。）の１専攻に再編する［資料１］。１専攻とする理由として修士課程全体で教育・

学習支援の実践力と課題分析力を備え、自らが有する専門性と異分野の知見を組み合わ

せて学校・家庭・地域の教育に最適化できる先導的手法を深く探究し、教育現場の課題解

決・価値創造の一翼を担う高度な人材を養成するという理念がある。そのため全ての院生

がベースとなる資質を育むために専攻共通科目（後述の（２）教育課程の特色を参照）を

設定する。 

また、本専攻には、自らが有する専門性を高めるため下記の３コースを設ける。 

「教育領域に強い公認心理師」として心理支援の立場から教育課題を実践的に解決で

きる能力を育成する「心理・教育支援コース」、日本型教育と各国・地域の教育を比較し

て新たな教育モデルを創造し実践できる能力や、国内外の日本語教育に必要な専門的知

識と実践的教育力を育成する「国際協働教育コース」、優れた専門的能力を有する社会人
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を対象に、自らの知識・技能、経験を他者の知見と組み合わせて、教育現場の最適化に資

する実践知を生み出す能力を育成する「教育ファシリテーションコース」の３コースを設

ける。 

 

（２）社会的背景及び本学の取組状況 

 

a.社会的背景 

＜教育現場を取り巻く状況＞ 

 人口減少や少子高齢化、Society5.0 時代、グローバル化の到来など、急激な社会変化

が進む中で、子どもや家庭、地域社会も変容し、教育現場においては、貧困化及びこれに

起因する低学力化、いじめ、不登校、外国人児童の増加など、児童生徒を取り巻く課題が

複雑化・多様化しており、学校や教員だけでは、十分に解決することができない課題が増

している［資料２］。さらには、教員にとってそうした状況への対応が求められることか

ら、教員は多忙化し教育現場のいわゆる「ブラック企業化」が社会問題化しており、教員

の「働き方改革」が求められている。 

 こうした状況に対応していくためには、中央教育審議会「チームとしての学校の在り方

と今後の改善方策について（答申）」（平成 27 年 12 月 21 日）で示されているとおり、個々

の学校教員のみが個別に教育活動に取り組むのではなく、心理や福祉等の専門家や関係

機関、地域など多様な背景を有する人材が各々の専門性に応じて学校運営に参画し、チー

ムとして学校の教育力や組織力を効果的に高めていくことが求められている。 

また、人生のキャリアで培った知識や技能、経験を教育現場に活かすよう促進する動き

もみられ、「教育再生実行会議第十一次提言」（令和元年５月 17 日）では、技術革新や社

会の変化に適切に対応した教育を展開するためには、企業等において職業に関する高い

技能や豊富な経験を有する者、アスリートや芸術家をはじめとする多様な学校外の人材

を、特別免許状や特別非常勤講師制度を用いて、教育現場で活用する取組の推進を掲げて

いる。 

一方、前述のとおり様々な社会の変化が進む中で、現在の子どもたちが活躍する 10 年

後、20 年後の社会は、現在のものと大きく異なる予測不能な社会が到来するといわれて

おり、新時代を切り拓く子どもたちには、変化を前向きに受け止め、豊かな創造性を備え

持続可能な社会の創り手として、予測不能な社会を自立的に生き、社会の形成に参画する

ための資質・能力を一層確実に育成する必要性が問われ、中央教育審議会に対して「新し

い時代の初等中等教育の在り方について（平成 31 年４月 17 日）」が諮問されている。 

具体的には、文章を正確に理解する読解力、教科固有の見方・考え方を働かせて自分の

頭で考えて表現する力、情報や情報手段を主体的に選択し活用していくために必要な情

報活用能力、対話や協働を通じて知識やアイデアを共有し新しい解や納得解を生み出す

力などが挙げられる。 

 こうした予測不能な時代が到来し、新時代を切り拓く子どもたちの育成に向けては、教

育の在り方にも大きな質的転換をもたらすことになり、個々の児童生徒に最適な教育コ

ンテンツの開発、教育データ分析を踏まえた効果的な指導、遠隔システムの活用、校務の

効率化等の先端技術を効果的に活用した学びや、SDGs や地域課題解決といった「社会に

開かれた教育課程」の展開など、新たな学びとそれに対応した教材の充実が急務となる。 

 こうした変化に対応していくためには、教育委員会、企業や関係団体、地域などとの連

携・協力がこれまで以上に重要となる。 
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＜グローバル化の進展をめぐる教育の状況＞ 

2015 年に国際連合で提唱された SDGs（Sustainable Development Goals）は、現在の国

際社会が協働で果たすべき目標である。SDGs の実現には科学技術の発展や医療福祉にお

ける取組だけでなく、各地で育まれた固有の文化に対する理解と国や人種といった既成

の枠組みを越えたボーダレスな視点を育む教育の実践が不可欠である。 

そのためには学術面において深い教養を有するとともに、国内外で培われてきた教育

実践の理論や方法に対する見識を踏まえ、英語に加えて多言語の語学能力や母語に対す

る深い理解、国際社会の変化に応じてイノベーションを起こせる発想力と実践力を兼ね

備えた教育人材が必要である。 

世界的に評価の高い理系を中心とした日本型教育と多文化共生社会の支柱となる日本

語教育それぞれにおける現状は次のとおりである。 

 

〇理系を中心とした日本型教育 

 近年、アジアや中南米など経済発展を遂げたものの人材育成面で課題がある国が存在

し、こうした諸外国から、高い基礎学力や規律ある生活習慣を育む初等中等教育、質の高

い理数科教育など、日本型教育について関心が寄せられている。「第３期教育振興基本計

画」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）においても、諸外国との強固な信頼・協力関係の構

築、我が国の教育機関の国際化の促進、日本の教育産業等の戦略的な海外進出の促進の後

押しのため、日本型教育の海外展開の重要性を掲げている。 

 

〇多文化共生社会の支柱となる日本語教育 

グローバル化の進展によって国内外における日本語学習者は今後益々増加することが

予想される。海外における日本語学習者は、（独）国際交流基金の「2018 年度海外日本語

教育機関調査」の結果（速報）によると、142 の国・地域において約 385 万人に上ってい

る。学習の動機として最も多いのは日本文化への関心である。 

他方、国内においては留学生、技能実習生、高度人材をはじめ、我が国に在留する外国

人が増加し、今や全国ほぼ全ての地方公共団体に外国人住民が居住する時代となってお

り、生活者としての外国人を支えるための地域日本語教育の需要が高まっている。また日

本語指導を必要とする外国にルーツのある児童生徒は約４万人と推定されており、学校

のみならず地域社会と連携した支援体制の強化が急務となっている。 

こうした国内外の情勢を背景に、近年日本語教師の質保証が強く求められるようにな

っている。国においては令和元年の「日本語教育推進法」の施行や日本語教師の国家資格

化についての検討など、日本語教師の質を担保する制度の構築が行われている。 

 

＜地元自治体や企業からの要望＞ 

大阪市教育委員会から、本学の修士課程改組計画に関し、音楽や芸術、スポーツの技術

に長けた人材や、AI や ICT 等先端技術の分野で活躍する人材、日本語指導の支援ができ

る人材など、専門性を学んだ多くの人材が教育現場に参画し、教員と共にそれぞれの立場

や役割に応じて、学校が抱える多様な課題に前向きに取り組む高度な人材を養成しても

らいたい旨の要望が本学に寄せられている［資料３］。 

また、ICT 等に精通した企業や、地元のプロ及びアマチュアのスポーツ団体からも、経

験豊かな社会人やアスリート等が持つ専門的知識・技術、経験をセカンドキャリアとして
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学校・教育現場に貢献できる仕組みを構築してもらいたい旨の要望が本学に寄せられて

いる［資料４］。 

こうしたことから、本学修士課程の改組計画に関しては、社会的なニーズに合致してい

るとともに大きな期待が寄せられていることがわかる。 

 

＜特別免許状に関する現状と課題＞ 

大阪府内の公立小中高の教育現場においては、団塊世代の大量退職や、産休や病休の

教員の代替等の理由による教員の不足を新規採用だけでは埋められない状況である。本

学附属学校園においても同様な状況であり、講師を務めることのできる人材確保が継続

的な課題となっている。こうした状況を解消するべく、大阪府では、各学校の必要に応じ

て採用する公立学校講師希望登録制度を設けるなど対応を図っている。 

また、大阪府・市の公立学校では、部活動指導に起因して長時間勤務となっている顧問

教員の負担軽減を図るため、平成 30 年度から部活動指導員を配置している。大阪府立学

校では、初年度 10 校のモデル配置から始まり、翌年は 27 校で配置と、導入間もないに

も関わらず飛躍的に増加している。大阪市では、部活動支援人材バンク制度を導入し、現

在約 50 名が登録し、その内約 20 名が教育現場に勤務している。大阪市では、今後、社

会教育関係団体等と連携を図りながら、持続可能な部活動の運営体制の構築に取り組む

こととしている。 

このように、教育現場では、代替教員の確保が困難であることや、部活動指導に伴う業

務過多といった課題を抱えている。解消する方策の１つとして、国では、企業等において

職業に関する高い技能や豊富な経験を有する者、アスリートや芸術家をはじめとする多

様な学校外の人材を、特別免許状や特別非常勤講師制度を用いて、教育現場において活

用する取組を促進している。 

しかしながら、特別免許状制度の活用については、国において促進されているものの、

平成 30 年度授与件数が 208 件と、全国的に制度の活用が進んでいるとは必ずしも言えな

い。これは、本学が行った地元教育委員会担当者とのヒアリングでは、「これまでの優れ

た専門的能力を有し特別免許状を活用して採用した一部の教員に対し、現場の管理職か

らは、児童生徒に対する理解力や授業実践力が不足しているため、授業等の場で苦労し

ている状況が見られるとの声がある」と意見があった。 

このような意見は、専門性に優れた社会人においては、自らのキャリアで培った知識

技能、経験は豊富に有するものの、教育現場の課題理解や、授業を構成する力、学級経営

力を十分には備えていないことが要因である。 

 

ｂ.本学の取組状況 

＜地元自治体との連携＞ 

社会が大きな変革期を迎える中、地元である大阪府・大阪市の各教育振興基本計画にお

いても、「地域や外部機関とのつながりの充実」「教育コミュニティづくりに向けた体制整

備」「ICT を活用した教育の推進」「多文化共生教育の推進」「大学との連携によるシンク

タンク機能の充実」など、学校・家庭・地域がそれぞれの教育力を高め、互いに連携しな

がら、社会総がかりでの大阪の教育力向上に向けた取組の重点的な推進が掲げられてい

る。 

そうした中、本学はもっとも重要なパートナーを地元教育委員会と捉え、組織間の連携

強化を平成 29 年度から加速度的に進めてきた。具体的には、大阪市と平成 30 年２月に
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「子どもの未来を拓く大阪市と大阪教育大学との包括協定に関する協定書」［資料５］を

締結し、同年４月には、当該協定書に基づき、教員養成大学で全国初の地方自治体（大阪

市）出資による協働研究講座を設置した。当該講座には、大阪市の教育に深く関わってき

た４人の実務家教員が所属し、これまで「学校教育 ICT 推進リーダー養成プログラム」及

び「エビデンスベースの学校改革を推進可能な教員を養成するための研修プログラム」の

開発に取り組み、研究成果を連合教職大学院のカリキュラム（平成 31 年度）に反映させ

た。 

さらには、組織的・継続的な連携を確固たるものとするため、令和６年４月に天王寺キ

ャンパス内に合築棟を建設し大阪市教育センターの機能を移転させるという日本初の計

画を進めている。同建物には、併せて、企業人材が共同かつ自由に使用できる形態の協働

研究空間（ノンテリトリアルオフィス）を設置し、先端技術に長けている複数の企業への

誘致を図り、全てのフロアでプロジェクトをベースとする協働研究環境を整備し、研究成

果を社会実装（教育実装）へとつなげることを目ざしている。 

新たな修士課程もこれら機能の一部となり、教育委員会・教育現場・行政・産業界・大

学など多様な背景を有する専門的人材が、教育現場に貢献するという目的のもと、一堂に

会して協働研究や学び合いを展開することで、シナジー効果を誘発させるとともに「チー

ム学校」の実現に寄与することを狙いとしている。 

 

＜産業界との連携＞ 

Society5.0 社会における学校に対応した先導的な教育・研究を推進していくためには、

産業界からの協力なしには成し得ないものと捉えており、＜地元自治体との連携＞に記

載の自治体との連携に加え、企業・団体との連携強化も加速度的に進めている。その一環

として、令和２年４月に、先端技術に精通する企業から新たに外部理事を招聘し、本学と

産業界との連携充実のためのコーディネート役として配置することで体制を強化した。 

 また、令和元年４月に「データを活用した教育の質改善プロジェクト」を立ち上げ、国

立研究開発法人 産業技術総合研究所内に設置のAIコンソーシアムと連携を図りながら、

①本学学生のデータを活用した大学教育の質改善、②児童生徒の学習行動データの集積

方法とそれによる教育改善に関する共同研究に取り組んでいる。これまでの実績として

は、学生の教職志望調査や教育実習後のアンケート等のデータ活用による相関関係を分

析し、学生の実態把握や教職志望向上の支援策に資する実証研究が挙げられる。 

令和２年７月にはデータサイエンスに精通する企業から、クロスアポイントメント制

度を活用して教員を新たに配置し、本学学生や附属学校児童・生徒に関する学習行動デー

タの集積とその活用による教育の質改善を実現する方法に関する研究開発を通じ、新た

な時代の学校教育を先進的に切り拓いていくこととしている。 

 さらには、社会人が有する専門的知識・技術、経験を活用して学校・教育現場に貢献す

る取組を推進するため、６社の企業と連携協定を締結（今後、更に複数の企業と締結予

定）し、人材交流、研究プロジェクトの共同推進、先端技術を活用した教育環境の整備、

セカンドキャリア支援等について相互に協力し、SDGs や Society5.0 に対応した学校・教

育現場の実現に寄与するための環境基盤を形成することとしている。 

 

＜リカレント教育の実績＞ 

本学では、長年にわたり、交通至便な天王寺キャンパスに健康科学専攻（夜間）を設

置し、現職の社会人を対象に高度な専門的知識と能力を持つ指導的人材を養成してきた
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実績を有している。職業も年齢も様々な院生が共に学び、交流を深めることができる教

育・研究環境を提供してきた。 

健康科学専攻は、直近６ヶ年の入学定員充足率の平均が約 110％と高水準かつ安定的で

あることから社会ニーズに合致していることがわかる。また、入学者（入学志望者を含

む）は、保健・医療・福祉分野に携わる職員から、教育支援関係や大学・短大教員等の研

究職に従事する者等幅広い専門領域を有する社会人であることからも、持続的かつ安定

して社会人のキャリアアップに繋がる人材の受入れが健康科学専攻においてなされてき

たこと、すなわちリカレント教育の場として地域に根付いていることが明らかである。 

 

＜日本型教育の海外展開＞ 

我が国では、日本型教育の海外展開を推進するため、文部科学省主導で「官民協働プラ

ットフォーム」を立ち上げ、諸外国のニーズと国内教育機関のシーズをマッチングする取

組「EDU-Port ニッポン」が積極的に展開されており、その中で各国の首相等から日本の

教育への関心が高いことが示されている。 

本学においても、平成 30 年度から、ベトナムにおいて、日本型理科教育において重視

される実験・観察の指導が可能な中核人材を育成し、校内研修の仕組み作りを支援する

「コアとネットワーク形成による日本型小学校理科実験教員研修システム展開事業」を

継続的に進めており、それをきっかけとして、現地の教員養成カリキュラム改革への協力

要請や現地教育委員会からの積極的な研修依頼を受けるなど、既に日本型教育システム

の導入が進みつつある。 

このように、特に東南アジアにおいて日本語教育のみならず日本型教育と呼ばれる日

本の教育の特徴に関する関心が非常に高いことが明白となった。 

 

＜日本語教育の展開と留学生の積極的受入れ＞ 

本学では学部生を対象に日本語教育に関わる二つの副専攻プログラムを展開してい

る。「日本語教師養成プログラム」では日本語教育学・日本語学のみならず文学・社会学・

歴史学・人類学・芸術学といった多彩な文系の科目をカリキュラムに盛り込むことで、多

様化する日本語学習の目的に対応し人間形成に積極的に関わることができる日本語教師

の育成や地域日本語教育に携わる人材の養成に取り組んでいる。「外国にルーツのある子

どもの教育プログラム」では国内の学校に在籍する日本語指導が必要な児童生徒の現状

について理解するためのカリキュラムの中に小・中・高校でのフィールドワークも取り入

れ、外国にルーツのある児童生徒の生活や学習を支援できる教育人材の養成に取り組ん

でいる。 

また、本学はこれまで留学生の受入にも積極的に取り組んできており、2019 年 10 月現

在の留学生受け入れ数 191 人となる。さらに教育協働学科では、留学生 50 名定員化を目

標に据え、学科設置年度となる平成 29 年度以降定員化を漸次段階的に進めてきた。令和

３年度にはそれが完了する予定となっている。このような中で、上記副専攻プログラムや

正規カリキュラムにおいて、日本語の教育はもちろん、多言語・多文化教育を含めた幅広

い留学生教育に取り組んできた。 

 

 

以上のとおり、急激な社会変化が進み、教育現場を取り巻く状況が大きく変わる社会的

背景がある中で、これまで本学が築いてきた強みや特色を継承しつつ、新しい修士課程と

大阪教育大学　－6



連合教職大学院との連携を深めた教育・研究体制を実現する。教育委員会・教育現場・行

政・産業界・大学等の教育に関心のある者が、共に学び研究する環境を形成し、多様なバ

ックグラウンドを有する人材の知見を組み合わせ、以下のとおり教員以外の立場から教

育現場の課題解決・価値創造の一翼を担う高度な人材を養成する。 

 
（３）養成する人材像 

 

＜高度教育支援開発専攻の養成する人材像＞  
人口減少や少子高齢化、Society5.0 時代、加えてグローバル化の進展など急速な社会

の変化に伴い、新時代を切り拓く子どもたちが備えるべき資質・能力もこれまでとは大き

く異なり、教育現場の質的転換が求められる中、教員の資質・能力の高度化は言うに及ば

ず、教育現場を教員以外の立場からサポートする人材の高度化への対応も早急に行う必

要があるとともに、直接的・間接的に教育現場を支える人材間の理解を深める必要があ

る。 

そこで教育学研究科高度教育支援開発専攻の人材養成像は、教育・学習支援の実践力と

課題分析力を備え、自らが有する専門性と異分野の知見を組み合わせて学校・家庭・地域

の教育に最適化できる先導的手法を深く探究し、教育現場の課題解決・価値創造の一翼を

担う高度な人材を養成する。  

 

＜各コースの養成する人材像＞ 

（ａ）心理・教育支援コース 

大阪の教育現場では、低学力、いじめ、不登校、子どもの貧困など、子どもの健康な発

達に影響を与えうる様々な問題が生じていることを背景として、スクールカウンセラー

の配置が促進されている。「チーム学校」のなかで学校教員とスクールカウンセラーとの

さらなる連携が求められている反面、各種の要因によりスクールカウンセラーの組織的

な活用が十分になされていないケースがみられるなどの課題も指摘されている。 

そこで、本コースでは、学部レベルの心理学を体系的に学び終え、教育分野を中心とし

た心理支援の専門家を目ざす者を対象として、心理学に関する高度な理論と実践スキル

 コース・領域 
入学 
定員 

主な修学 

キャンパス 
主な対象 

心理・教育支援コース 

 

１０ 

 

柏原 

キャンパス 

学部卒 

学生 

国際協働教育 
コース 

 
日本型教育システム開発領域 
 

２０ 
柏原 

キャンパス 
留学生 

 
日本語教育支援高度化領域 
 

教育ファシリテ
ーションコース 

教育イノベーション開発領域 

２０ 
天王寺 

キャンパス 

（夜間） 

社会人 
地域教育・芸術支援人材 
高度化領域 

健康・安全教育高度化領域 
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を身に付け、「教育領域に強い心理支援の専門的知識と技能を有する人材」として教育に

まつわる様々な問題に対し、他職種と連携・協働しながら解決にあたることのできる人材

や、その成果を社会に還元できる研究スキルを有する人材を養成する。そのため、国家資

格である公認心理師の受験資格の取得を原則とし、教員養成大学としての本学の強みを

活かしながら、臨床心理学を専門とする教員の教育研究指導を通して、「チーム学校」や

教育・学習支援に必要とする知識、技能を身に付け、実践的に支援できる力を育成する。 

修了後の輩出先として、スクールカウンセラーなど教育機関に勤務する心理職や、子ど

もや家族に関わる施設等に勤務する心理職、その他公認心理師として医療・福祉・産業・

司法の分野における心理支援に携わる専門職を想定している。 

 

（ｂ）国際協働教育コース 

グローバル化の進展や、Society5.0 社会に向けた科学技術の発展に伴い、多様な文化

的背景を持つ人々の交流が、かつてない規模で複雑に交差する現代社会において、国際的

な視野に立った思考と個々のアイデンティティの礎となるローカルな活動を柔軟に組み

合わせられる人材が求められており、国内外で実践されている学校教育および社会教育

の内容や方法もまた、大きな変革期を迎えており、国際協働※１の必要性が高まっている。 

※１国際協働とは、国籍や人種にかかわらず多様な人々が共存共栄し得る持続可能な社会や新た

なイノベーションを創造するために、国家や地域の隔たりを越え、様々なルーツをもち価値観

の異なる人々がボーダレスに共に行動することを意味している。 

具体的には、これまでのように単に日本語を海外において教えられることだけではなく、そ

の地域にあった日本語教育システムあるいは日本型教育システムを提供でき、かつ現地の人間

と共に行動し、現地にあった新たなシステムを構築するために協力し働くことを想定している。 

こうした状況において、国際的な視野からマクロ的に教育実践のあり方を捉えると同

時に、ミクロの視点から個々の現場の教育課題を克服し、教育を通じて持続可能な国際社

会の実現とSociety5.0社会に向けたイノベーションの創造に寄与できる人材の養成は急

務である。 

その実現のためには言語教育とともに多文化・異文化間理解が必須のこととなる。ま

た、将来にわたって先導的なイノベーションを持続的に生み出していくためには、

Society5.0 社会の到来を見据えた理数教育の再構築が求められている。 

そこで本コースでは、主として留学生を対象に、理系科目を中心とした各国・地域の教

科教育と日本の教科教育を比較して新たな教育モデルを創造し実践できる人材を養成す

る「日本型教育システム開発領域」と、各国・地域の日本語教育に取り組み多文化共生社

会の実現と持続に貢献できる人材を養成する「日本語教育支援高度化領域」の２領域を設

ける。２領域とも主として留学生を対象としているが、国際的な舞台で活躍することを目

ざしている日本人等学生（ここでいう「日本人等学生」は、留学生以外の、日本型教育シ

ステムで学び日本語を母語とする学部卒学生を指す。以下（ｂ）国際協働教育コースにお

いて同じ。）も対象とする。 

特に日本人等学生においては、留学生と共に学ぶことで国際的な視野を広げるととも

に、専攻共通科目で教育実践の在り方や現場の教育課題を理解し、コース共通科目でグロ

ーバルな観点からチームとして教育課題に取り組むことのできる協働力や教育理解力の

基礎的素養を育成する。さらに、コース・領域専門科目で専門性に応じた学びを深めたの
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ち、持続可能な国際社会の実現に向けた教育をテーマとした修士論文にまとめる。 

また、日本人等学生においては、研究成果を国際的に発信し、グローバルに活躍するた

めの語学力を必要とすることから、入学者選抜において外国語の学力検査を課すことと

する。「日本型教育システム開発領域」は日本型理数教育を世界に発信するために必要な

グローバル言語としての英語の科目を課し、「日本語教育支援高度化領域」では、日本語

教師が日本語学習者の母語・母文化教育にも精通しなければならないという点から、英語

に加えて、中国語、フランス語、ドイツ語の４科目から１科目を選択させ、各外国語の教

育文献を読解することができるとともに、日本語と他の言語とを組み合わせながらグロ

ーバルな視野で日本語教育の実践に携わるのに必要な語学力を計り、英語圏に留まらず、

アジアやヨーロッパにおける非英語圏でも活躍することのできる幅広い人材養成につな

げる。 

当該コースは、多様な文化的背景を持つ留学生同士や、留学生と日本人等学生との実践

的な協働学習を通して、国境や異文化間の隔たりを越えてグローバルなフィールドで多

様なルーツをもつ他者と協働しながら活躍できる教育支援人材を養成する。 

 

【日本型教育システム開発領域】 

主として留学生を受け入れ、日本の教育の変遷、理系教科内容、指導法、教材開発など

に関する知識や、日本型教育と各国・地域の教育を比較して、新たな教育モデルを創造し

実践できる資質・能力を養成する。 

留学生においては、日本人等学生（ここでいう「日本人等学生」は、留学生以外の、日

本型教育システムで学んできた学部卒学生を指す。以下【日本型教育システム開発領域】

において同じ。）との実践的な協働学習を通して、自身の母国の教育システムを深く省察

するメタ認知力を高めるとともに、日本型教育システムに対する専門的理解を深化させ、

留学生が理系教科を中心とした高度な教授スキルを身につけられるように導く。 

理系教科は、言語や歴史、社会体制に依存することなく、各国・地域の状況に応じた教

育が可能であり、普遍性が高く他教科に比して得られる効果が高いものと捉え、中心に置

いている。 

日本人等学生においては、日本型教育システムを国際的な視野から深く理解する力を

身につけるとともに、グローバル化する現代社会に即応しつつ Society 5.0 社会を見据

え、日本型教育システムと海外の教育システムの比較分析を通じて新たな日本型教育シ

ステムを創造し、修士論文にまとめる。また、教員以外の立場から、教育現場が抱える課

題を教員と共に探究するための実践力と協働力を養う。 

このように、日本人等学生が、日本型と海外の教育システムの比較分析を通じて、新た

な教育あるいは教育システムを創造する研究活動は、研究指導と修士論文の作成、及び研

究成果を通じて、社会における教育課題の解決につなげるものである。一方、連合教職大

学院は、教育の実践者の立場、つまり教育現場において授業改善など課題解決につなげる

ことに最適化された教育課程であるため、上述の研究活動は目的が異なるものである。 

当該領域では、留学生と日本人等学生がその違いを越えて共に学び、相互に異なる教育

文化を有する社会への理解力を育むことで、国内外の教育課題の解決や、日本の文化、教

育、探究型学習の母国・出身地への発信を担うことができ、日本を含め各国・地域のニー

ズに応じた教育システムの発展や新たなカリキュラム開発に貢献できる人材を養成す

る。    

 修了後の輩出先として、教育に関する国際機関、国内外の教育行政機関・学校現場、日
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本への留学を目ざす児童生徒を育てる教育機関、教科学習の支援が必要な外国にルーツ

のある児童生徒が在籍する教育機関、理系の教材に関わる国内外の企業等を想定してい

る。 

 

【日本語教育支援高度化領域】 

主として留学生を受け入れ、外国語として日本語を教えるために必要な日本語・日本文

化に対する専門的知識と実践的な教育方法を学ぶ。加えて、母語・母文化と日本語・日本

文化を比較し分析できる力を身に付け、国内外の日本語教育の現場に対応可能な実践力

を養う。また、日本人等学生（ここでいう「日本人等学生」は、留学生以外の、日本語を

母語とする学部卒学生を指す。以下【日本語教育支援高度化領域】において同じ。）との

実践的な協働学習を通して、留学生が日本語教育者に相応しい高度な日本語運用能力を

身につけ、日本語や日本語教育に対する専門的理解の深化とともに、高度な日本語教育の

教授スキルを身につけることができるように導く。 

日本人等学生においては、留学生と共に学ぶことによって、外国語として日本語を学ぶ

学習者の視点から日本語を深く理解し、外国語として日本語を教える教授スキルを身に

つけることに加えて、留学生との協働を通して、外国語として日本語を学ぶための教育方

法や教材を開発することのできる実践力と協働力を身につける。さらには、英語に加え、

日本語自体を構造言語学的に捉え、他の言語と日本語とを対照させることで日本語の言

語学的な専門的理解を深めるとともに、多文化・異文化理解を深めながら自国文化を比較

文化論的に理解し、日本語に加え、グローバルな視点から他国文化を理解すると同時に自

国文化としての日本文化を世界に発信することができる高度な文化理解力及び発信力を

備えた日本語教育者としての資質・能力を身につける。 

また語学教育では、学部段階で培った英語力をベースとしながら、専門的な文献読解の

ための英語力、さらには教科としての英語、及び高度な英語・英米文化理解に発展させ

る。 

加えて、日本語教育では、日本語学習者の母語・母文化理解が必須となる点から、学生

のニーズに応じて、日本語と他の言語との対照言語学的理解を深め、言語学的な観点から

日本語理解を高度化するとともに、日本文化理解力や多言語・多文化理解力を養い、日

本、英語圏、さらにはアジアやヨーロッパを含めた幅広い国・地域で活躍し得る教育支援

人材や、文化的理解力及び発信力に優れた日本語教育者の養成を目ざす。 

当該領域では、留学生と、日本人等学生が言語や文化の障壁を越えて共時的・通時的な

文化理解に関わる日本の教育について国際的な観点から共に学び、個々の院生が帰属す

る社会とは異なる文化を有する社会への理解力を育むことで、グローバル化する現代社

会において多文化共生社会の実現と持続に貢献できる人材を養成する。 

 修了後の輩出先として、国内外の日本語教育機関、国内外の日本語教師養成機関、教育

に関わる国際機関、国内外の教育行政機関・学校現場、地域日本語教育をコーディネート

できる NPO、日本語教育教材に関わる企業、日本語教育関連の人材育成・人材派遣会社等

を想定している。 

 

（ｃ）教育ファシリテーションコース 

Society5.0 時代、グローバル化の進展など急速な社会の変化が進む中で、新たな学習

指導要領においては、「社会に開かれた教育課程」を掲げ、教育課程の実施に当たって、

地域の人的資源等を活用し、学校教育を学校内に閉じずに社会と連携・協働しながら実現
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することとされており、新たな学習指導要領を確実に実施するための指導体制の整備が

急務となっている。つまり、学校教育において、教育課程の実践者である教員のみなら

ず、教育や子どもたちを理解した専門性に優れた社会人が必要とされている。とりわけ、

今後の社会における教育の高度化の必要性との関連で、８８０万人の人口を擁する大阪

圏におけるこの面での人材育成は重要であると考えられる。 

しかしながら、これら専門性に優れた社会人においては、自らのキャリアで培った知識

技能、経験は豊富に有するものの、教育理解や子ども理解を十分に備えていないことか

ら、連携・協働が進んでいるとは必ずしもいえない状況にある。 

一方、昨今、社会においては、教育への関心がますます高まっている状況にある。この

ことは、経団連「2016 年度社会貢献活動実績調査」において、「教育・社会教育」分野が

５年連続で CSR 分野別支出のトップであること、また、内閣府の統計情報において、教育

関係の NPO が全国で 23,897 機関（2020 年３月）が認証されていることからも明らかであ

る。加えて、本学において、６社の企業と人材交流、研究プロジェクトの共同推進、先端

技術を活用した教育環境の整備、セカンドキャリア支援等について連携協定を締結（先述

の（２）社会的背景及び本学の取組状況＜産業界との連携＞参照）していることから、産

業界においても教育現場との連携強化のニーズが高まっていることがいえる。 

つまり、新時代における教育現場においては、社会的多様性の広がりをみせ、教員だけ

ではなく、社会で実践的な活動を行ってきた専門人材等との連携・協働を通じて、より一

層の教育の充実を図ることが重要となっており、かつ社会においてもそのような協働が

進んでいる状況である。そのため、専門的知識・技能、経験を有し、かつ、これら専門性

を活用して学校と社会を連携・協働させる人材が必要とされており、その育成を行うこと

とした。 

そこで、本コースでは、優れた専門的能力を有する社会人を受入れ、教育現場が抱える

課題を発見・理解し、自らが有する知識・技能、経験と異分野の知見を組み合わせて深く

探究し、教育現場の課題解決・価値創造を担う人材を養成し、「教育イノベーション開発

領域」、「地域教育・芸術支援人材高度化領域」及び「健康・安全教育高度化領域」の３領

域を設ける。 

 

〇教育ファシリテーションコースにおけるキャリアパス 

教育ファシリテーションコースに入学を想定している者は、現在もしくは将来にわた

り教育現場に携わり貢献することを志す者で、現在、教育委員会行政職、社会教育関係

者、先端技術分野の企業人、医療やスポーツ分野などの職を有している者を想定してい

る。入学前の職業を維持しながら、教員以外の立場から学校教育の高度化に貢献する人材

となることを想定している［資料６］。 

このような人材においては、教育現場で次のような資質・能力が求められ、以下のよう

なカリキュラムを学ぶことで、修了後のキャリアパスに活きてくるものと考えている。 

・ 専門性を活かし教育現場の課題理解・価値創造を担うため、まず教育現場や教育協働

の現状を理解する必要がある。そのため「現代社会の動向と教育協働」を受講するこ

とで、正しい教育の現状の理解が出来、その理解に基づき各自の専門性と教育課題と

の結びつきが容易に理解できることとなる。 

・ 教育現場では、日々ICT の高度化が進んでいることから、その状況に対応する必要が

あり、「教育イノベーション概論」の学びを通じて、教育の ICT 活用の現状の理解、

さらに専門性を活かした発想による教育現場への効果的な支援や助言ができること
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となる。 

・ 日々変化する教育現場に対応するには、主体的に課題を分析、考察する必要があり、

「現代的教育研究方法演習」において、分析・考察力の育成を行うことで、種々の教

育現場への的確な支援や助言が出来ることとなる。 

・ 自らの専門性の学校教育への活かし方を学ぶ、「社会に開かれた教育課程の実践研究」

を履修することで、これからの学校教育の正しい理解に基づいた、授業提案や支援プ

ログラムを企画することが出来、提案の学校現場での受け入れが容易になる。 

・ 各人の特色である自らが有する専門的知識・技能、経験も自ら高度化・体系化する必

要があるため、各分野の領域専門科目において、高度化を図ることが出来る。このこ

とにより修了後も自ら専門性を高めることが出来、資質の向上が図られる。 

・ 教育においては、より効果的な教育の高度化支援のため、学校教員を含め異分野の知

見や人材との連携が求められる場合がある。そのため、「プロジェクトベース科目」

においては、自らの専門性と異分野の知見や人材の組み合わせによる探究型学習を展

開し、異分野間での協働的・実践的な学びを得ることが出来、修了後も学校や異分野

の人と連携することが容易となる。例えば ICT を活用した音楽教育や生涯学習施設と

連携した体育教育などで、発想や実施が行いやすくなるものと考える。 

学校教育の高度化に貢献できる人材にとって、学校の教員の理解と意思疎通が欠かせ

ない一方、教員も外部人材の理解と意思疎通が必要である。そこで、学校教員とのコミュ

ケーション力向上のため、現職の教員が院生である連合教職大学院との連携科目の開講

などにより、現職教員との協働による教育研究を展開できる環境を設定し、現職教員との

相互作用を通じた課題探究型の学びを強化することで、このコミュニケーションの向上

が図られ、修了後においても実際の学校教員との協働時にこの経験を役立てることが出

来、スムーズに支援や企画実施が出来る。 

以上のことにより、社会からそれぞれの専門性を活かした形での、教育や学校教育の高

度化への支援が主体的に出来る人材が育成出来、各領域での支援人材への要請に応える

ことが出来るものと考える。 

 

一方、連合教職大学院では、例えば、いじめ・不登校、ICT 推進、多文化共生などの教

育課題のケースにあたり、教育の実践者（教員）の立場から、教員としての資質向上のた

め、授業改善や生徒指導改善など課題解決につなげることに最適化された教育課程であ

るため、上述のファシリテーションに関係する教育研究活動とは内容・目的が異なるもの

である。そこで、本コースでは、教員以外の立場から専門性を活用して学校と社会を連

携・協働させる人材の育成を目的とし、新たな大学院（修士課程）として設置するもので

ある。 

 

〇特別免許状の活用 

先端技術の専門知識を有する企業人や、高度なスキルや豊かな感性を有する芸術家、一

流の競技力を有するアスリートなど、優れた専門性を有する教育ファシリテーションコ

ース修了生のうち、さらに教員として従事することを希望し、教員としての資質・能力に

適切性を有する人材においては、特別免許状制度を活用して本学附属学校園で採用する

とともに、３年以上の実績とその成果を活かして将来的な普通免許状の取得を目ざす。ま

た、附属学校園以外で採用を希望する者については、特別免許状付与を前提とした社会人

特別選抜を実施する教育委員会等での採用を支援する。そこで、特別免許状教員としての

大阪教育大学　－12



質保証に関して、修士課程在学中に、本学附属学校を中心とした教育現場でのインターン

シップや児童生徒の学習支援、加えて模擬授業などの実践を促し、教育現場の課題理解

や、授業を構成する力、学級経営力等を自ら獲得できる仕組みを導入する。具体的には天

王寺キャンパスで開講している連合教職大学院の科目や学部の科目を活用し修士課程の

修了要件の外として単位認定を行わず実施する。さらに修士論文では、学校教育における

外部人材の活用に関する視点を組み込むよう研究指導を行う。また、特別免許状付与に必

要となる大学からの推薦は、当面数名程度を予定しており、インターンシップなど受け入

れ先の教育現場からの意見、模擬授業の結果、修士論文の内容等を総合的に判断し、決定

することで、特別免許状取得者に対する質保証を確立する。 

また、特別免許状取得後は、本学附属学校園の教員として従事し、３年以上の実績とそ

の成果を活かして、普通免許状の取得を目ざしており、特別免許状取得者に対する教育力

の向上を狙いとしている。 

さらに、特別免許状の活用に関する地元教育委員会との意見交換等を行う中で音楽や

美術の表現系分野やアスリート、スポーツ指導者など、専門的能力・技術、経験を有する

人材を必要とする旨の意見が寄せられており、実際奈良県等では、特別免許状付与を前提

とした社会人特別選抜を行っており、修了生の活躍の場として想定している。このような

選抜により採用を希望する者に対しては、これまでの本学における教採支援策のノウハ

ウを活かし、受験希望者の課題等を分析し、その克服を支援する。例えば、模擬授業の実

践を振り返りその授業における課題指導や、公表されている面接のポイントに基づいた

指導を、本学の教育委員会経験者等と指導教員と連携して行うこととする。 

将来的には多くの公教育においても、専門職人材を効率的・弾力的・継続的に活用でき

るよう構想しており、上記仕組みが、国が促進する特別免許状をさらに充実・発展させて

いくものとなる［資料７］。 

上記の仕組みの前提として、すでに本学では大阪府教育委員会との連携協力に関する

協定書（平成 14 年７月 26 日締結）に基づき、必要に応じて特別免許状所持者の人事交

流を行うことができること、及び教育委員会が実施する研修に参加できることについて

の申合せを新たに締結している。 

 また、現在特に、本学附属高等学校では、スーパーサイエンスハイスクール（以下「SSH」

という。）やワールド・ワイド・ラーニングコンソーシアム構築事業（以下「WWL」という。）

などを進めており、科学技術分野やイノベーション分野の人材の教育課程への活用研究

がなされている。これら事業において、例えば SSH ではデータサイエンスや高度理系科

目を、WWL では文理融合型授業、SDGs に関する探究型授業を開講し、先端技術に精通する

企業人やデザイン思考の観点から表現系分野で活躍する社会人など同コースの修了生を

活用することを考えている。 

さらに、文科省の委託事業「学校教育における外部人材活用事業」を申請し、令和２年

度にデータサイエンスに精通する企業人、表現系分野で活躍する社会人を一定期間、本学

附属学校園に派遣し、大学教員指導のもと、これら人材が授業実践を行う際に課題となる

資質能力に関する検証・分析に取り組むこととしている。この成果は本専攻の授業内容に

継続的に反映させるとともに、教職を志す社会人対象の研修プログラム開発につなげる

予定である。 
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 【教育イノベーション開発領域】 

 AI、ICT 等先端技術分野の企業人と教育委員会行政職の社会人を中心に受け入れ、今日

的な教育現場の動向やニーズを理解し、自らが有する知識・技能、経験と異分野の知見を

組み合わせて深く探究を行い、教育課題をエビデンスベースにより解決に導くことので

きる人材や、先端技術を活用した学習プログラム開発など教育現場の最適化に向けた提

案ができる人材を養成する。 

 修了後は、先端技術分野の企業人、教育委員会行政職など、現在の職業を有しながら、

教育現場の高度化に貢献する人材を中心に輩出することを想定している。また、AI、ICT

等の先端技術の専門知識を有する修了生のうち、教員としての資質・能力に適切性を有す

る人材においては、特別免許状制度を活用して、教育に参画できる仕組みを導入する。 

 

【地域教育・芸術支援人材高度化領域】 

 教育委員会行政職、社会教育や福祉、芸術活動に携わる職業人を中心に受け入れ、今日

的な教育現場の動向やニーズを理解し、自らが有する知識・技能、経験と異分野の知見を

組み合わせて深く探究を行い、学校と地域との連携・協働において中核的・先導的な役割

を担える人材、児童生徒に一流の芸術に触れる機会を提供し、豊かな感性や想像力を育む

ことができる人材を養成する。 

修了後は、社会教育関係者、社会福祉士、民間教育事業者、芸術家、演奏家、教育や文

化振興に関連する団体の職員など、現在の職業を有しながら、教育現場の高度化に貢献す

る人材を中心に輩出することを想定している。また、芸術表現において高度なスキルや感

性を有する修了生のうち、教員としての資質・能力に適切性を有する人材においては、特

別免許状制度を活用して、教育に参画できる仕組みを導入する。 

 

【健康・安全教育高度化領域】 

 医療や保健分野、スポーツなど健康・安全分野に携わる専門職人材を中心に受け入れ、

今日的な教育現場の動向やニーズを理解し、自らが有する知識・技能、経験と異分野の知

見を組み合わせて深く探究を行い、学校・家庭・地域の健康・安全の向上や課題解決の中

核的・先導的役割を担える人材、児童生徒にスポーツの楽しさを気づかせ、豊かな人間

性・社会性を育むことができる人材を養成する。 

修了後は、看護師、理学療養士、保健師、管理栄養士など医療・保健、健康関係の専門

職や、アスリート、スポーツ指導者など、現在の職業を有しながら、教育現場の高度化に

貢献する人材を中心に輩出することを想定している。また、一流のアスリートとして優れ

た競技力を有する修了生のうち、教員としての資質・能力に適切性を有する人材において

は、特別免許状制度を活用して、教育に参画できる仕組みを導入する。 

 

＜本専攻におけるディプロマポリシー＞ 

所定の単位を修得し、教育現場における課題の「発見・理解力」と「分析力」、特定の

分野における深化した専門的知識・技能、教育課題解決の企画力、人や組織間をつなぐ高

度なコーディネート力を有する者に学位を授与する［資料８］。 
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２ 研究科、専攻等の名称及び学位の名称 

本専攻は、多様な専門性を有する者が、自らの知識・スキル・経験を活用して学校・家

庭・地域の教育に最適化できる先導的手法を探究し、教員以外の立場から、教育現場の課

題解決・価値創造の一翼を担う高度な専門的職業人の養成をねらいとする専攻であるこ

とから、名称を「大阪教育大学大学院 教育学研究科 高度教育支援開発専攻」【School 

of Advanced Professional Collaboration in Education】とし、学位の名称は、修士（教

育学）とする。 

 

 

３ 教育課程の編成の考え方及び特色 

 

（１）カリキュラムポリシー 

 本専攻のディプロマポリシーのキーワードとなる「教育課題の『発見・理解力』と『分

析力』」、「教育課題解決の企画力」、「深化した各領域の知識・技能」及び「組織間を

つなぐ高度なコーディネート力」を統合的に身に付けるためのカリキュラムポリシーは

以下のとおりである［資料８］。 

 

①「教育課題の『発見・理解力』と『分析力』」を有する専門的人材として備えるべき基

盤的素養を修得することを目的として「専攻共通科目」を設定する。 

実施については、主体的・対話的で深い学びを提供する。具体的には、講義に加えて、

グループワーク、発表、討論等の活動を取り入れる。また、成績評価については、試験・

レポートのほか、グループワーク、発表、討論等の活動も重視する。 

②自らの思考の軸となる専門分野の「教育課題の『発見・理解力』と『分析力』」を修得

し、これを基盤に「教育課題解決の企画力」までつなげることができる力量を育成するこ

とを目的として「コース共通科目」を設定する。 

実施については、主体的・対話的で深い学びを提供する。具体的には、講義に加えて、

グループワーク、発表、討論等の活動を取り入れる。また、成績評価については、試験・

レポートのほか、グループワーク、発表、討論等の活動も重視する。 

③「深化した各領域の知識・技能」を育成するために、自らの思考の軸となる専門領域の

知識・技能を基盤として、理論と実践を往還して分析省察するための技能を修得すること

を目的として、心理・教育支援コースにおいては「コース専門科目」、国際協働教育コー

ス及び教育ファシリテーションコースにおいては「領域専門科目」（以下「コース・領域

専門科目」という。）を設定する。 

実施については、主体的・対話的で深い学びを提供する。具体的には、講義に加えて、

グループワーク、発表、討論等の活動を取り入れる。また、成績評価については、試験・

レポートのほか、グループワーク、発表、討論等の活動も重視する。 

④「教育課題解決の企画力」を基盤とし、「組織間をつなぐ高度なコーディネート力」を

育成することを目的として、心理・教育支援コース及び国際協働教育コースにおいては

「フィールド研究科目」、教育ファシリテーションコースにおいては「プロジェクトベー

ス科目」を設定する。これまで学んできた内容を統合し、異分野間での協働的・実践的な

学びを通じて、課題解決や新たな価値の創造を重視する。 

⑤自らの教育・学習支援実践における課題を設定し、専攻共通科目、コース共通科目、コ

ース・領域専門科目、フィールド研究科目、プロジェクトベース科目での学びと関連させ
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ながら学術的に考察し、修士論文に結実させることを目的として「課題研究科目」を設定

する。 

 成績評価については、調査・計画・実施・評価及び改善のサイクルを繰り返すこと、そ

れらの過程における同僚等とのコミュニケーションや協働を重視する。 

 

（２）教育課程の特色 

＜「先端技術」×「教育・学習支援」を融合させる力量の修得＞ 

現代の情報化社会の次の大きな変革として Society5.0 社会が訪れようとしている。

Society5.0 社会においては、AI や ICT、ビッグデータ等の先端技術が高度化してあらゆ

る産業や社会生活に取り入れられ、社会の在り方そのものが劇的に変わることがいわれ

ている。教育を取り巻く環境も大きく変わり、児童生徒の学習データが蓄積され、一人一

人の能力や適性に応じた学びのほか、生活情報を含む様々なデータを活用した生徒指導

や学級運営がより一層進むことが想定される。 

このような技術革新が進む中、教育現場の高度化を担うためには、①教育現場の特性や

課題の理解、並びに教育・学習支援の実践的手法と、②先端技術を自在に活用し教育デー

タを扱い分析できる力の両方を基盤的な力量として備えることが必須となる。さらに、こ

れら二つの力量をベースに、異分野の知見を融合しながら主体的に分析、考察、解決がで

きる汎用的な研究能力を培う必要がある。 

そこで、本専攻では、全ての院生に、こうした力量を修得させるべく、「専攻共通科目」

として、「教育イノベーション概論」、「現代社会の動向と教育協働」及び「現代的教育研

究方法演習」を必修科目として開講する。 

 

＜教育に関心のある社会人の学び合いによる課題探究型学習＞ 

 「教育ファシリテーションコース」では、教育委員会・教育現場・行政・産業界・大学

など、多様な背景を有する者が一堂に集まり、カンファレンスやグループワーク等を通じ

て、教育現場の課題解決に資する「プロジェクトベース科目」を開講する。その一つとし

て、連合教職大学院との連携により、「教員」×「専門職業人」、「学校」×「企業」な

ど、大学院の中に多職種協働による教育研究を展開できる環境を設定し、実際の教育現場

に即した課題探究型の学びを展開する。さらに、学びの成果として、学校や子どもが抱え

る問題の解決に寄与する教育プログラムの開発や、「社会に開かれた教育課程」の授業案

の策定を通じて、教育現場への実装につなげることを目的とする［資料９］。 

 

＜特別免許状制度の活用による新たな仕組みの導入＞ 

AI、ICT 等の先端技術の専門知識を有する企業人や、高度なスキルや豊かな感性を有す

る芸術家、一流の競技力を有するアスリートなど、優れた専門性を有する社会人を「教育

ファシリテーションコース」で受入れる。修了生のうち、教員としての資質・能力に適切

性を有する人材においては、特別免許状制度を活用して、附属学校園で採用し、自らのキ

ャリアで培った知識・技能、経験を活かして教育に参画できる仕組みを導入する。 

 
（３）教育課程の編成  

 本専攻のカリキュラムは、専攻共通科目、コース共通科目、コース・領域専門科目、フ

ィールド研究科目またはプロジェクトベース科目、課題研究科目の５カテゴリーで構成

し、課程の修了に必要な単位数を次表のとおりとする［資料 10］。 
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（ａ）専攻共通科目 

Society5.0 社会において、急速な技術革新が進む中、教育現場の高度化を担う人材の

力量として、①教育現場の特性や課題の理解、並びに教育・学習支援の実践的手法と、②

先端技術を自在に活用し教育データを扱い分析できる力の両方を備え、これらをベース

に、異分野の知見を融合しながら主体的に分析、考察、解決ができる汎用的な研究能力を

培う必要がある。 

そこで、本専攻では、全ての院生に、こうした力量を修得させるべく、必修科目として、

「教育イノベーション概論」、「現代社会の動向と教育協働」及び「現代的教育研究方法演

習」を開講する。 

 「教育イノベーション概論」は、先端技術の急速な進展により教育に変革をもたらすこ

との意義について概説する。さらに、教育現場に ICT 技術を導入した際の導入価値の検

討や、データ分析と改善策の検討など、実践的な理解が深まるようフィールド調査やグル

ープワーク等を組み入れたアクティブ・ラーニングによる授業を行う。 

一方、「現代社会の動向と教育協働」は、学校や子どもを取り巻く現状や、教育協働の

実践の理解を深め、グループワークを取り入れながらの考察を行う。 

これら二つの授業科目の学修を経て、「現代的教育研究方法演習」において、調査・分

析方法、文献や資料の収集方法、論文作成手法等の実践研究手法を修得し、修了後も様々

な課題に直面した際に主体的に分析、考察、解決ができるような汎用的な研究能力を身に

付ける。 

  

（ｂ）コース共通科目 

 コース共通科目は、「国際協働教育コース」と「教育ファシリテーションコース」の各

コースの院生が共通に履修する科目として設定する。「国際協働教育コース」は、グロー

バルな観点からチームとして教育課題に取り組むことのできる協働力や教育理解力の基

礎的素養を育成するため、「JSL カリキュラムの理論と実践」、「国際関係論」及び「国際

比較文化論」のうち２科目４単位、「教育ファシリテーションコース」は、学校や地域の

教育課題の解決に資する実践研究や、企画運営に取り組む上での専門的基盤として、「社

会に開かれた教育課程の実践研究」及び「学習支援特論」の計２科目４単位を修得する。 

  

（ｃ）コース・領域専門科目 

 コース・領域専門科目は、特定の領域での高度な専門的知識に加え、これを活用して教

  
専攻 

共通 

科目 

コース 

共通 

科目 

コース・

領域専

門科目 

フィール

ド研究

科目 

プロジェ

クトベー

ス科目 

課題研

究科目 
計 

心理・教育支援コース 

6 

― 17 3 ― 4 30 

国際協働教育コース 4 16 4 ― 4 34 

教育ファシリテーシ
ョンコース 

4 12 ― 4 4 30 
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育・学習支援についての理論的・実践的探究に取り組むための専門的知識や技能を修得す

るため、「心理・教育支援コース」はコースとして、「国際協働教育コース」及び「教育フ

ァシリテーションコース」は、領域ごとに科目を設定する。 

 

■心理・教育支援コース 

 本コースでは、公認心理師受験資格に対応したカリキュラムを基盤として、高度な心理

学の知識と技能を体系的に身につけ、身につけた知識や技能をさまざまな臨床場面に適

用して実践することのできる力と、それらの知識や実践を科学的に省察し発信する力を

身につけることを狙いとして科目を構成し、「心理支援に関する科目」と「実習科目」に

分けられる。「心理支援に関する科目」は、教育、保健医療、福祉、司法・犯罪、産業・

労働などの専門分野、及び、心理アセスメントの意義と心理療法に関する公認心理師とし

ての理論と実践方法を修得する。これら科目においては、I・II の２つのターム科目を設

け、I は主に講義形式で基礎的な知識の修得を、II は主に演習形式を取り入れ発展的な

理解を目ざす。「実習科目」は、各年次で４科目ずつ、計８科目を設け、教育分野を中心

として保健医療分野や福祉分野を含めた複数の施設・機関における実習科目、ならびに実

習での経験を内省し共有することを目的とした集団指導による科目により、公認心理師

受験資格を得るために必要とされる 450 時間以上の実習を課す。 

  

■国際協働教育コース 

 本コースでは、日本型教育システムと日本語教育支援に関する高度な専門的知識と実

践的指導力を統合的に育成するために、各領域に専門科目を設定する。 

 

【日本型教育システム開発領域】 

 本領域では、これまで日本の学校教育で展開されてきた体験や活動、実技を取り入れな

がら次世代人材を育てる教育の在り方を考察する「日本型教育システムにおける ICT 活

用の方法」や「日本型教育システムの諸相」を必修科目とし、これまで諸外国から高い評

価を受けてきた理数科教育の「日本における教科の内容と指導法」、「日本型教材の開発と

授業デザイン」及び「和算に学ぶ日本型数学教育」を通じて、初等中等教育を中心とする

日本型教育の理解を深めるための科目を開講する。また、諸外国の理数科教育の教科書や

教材を調査し、演習形式で次世代の教材づくりにつなげていく「数学科教材論」や「理科

教材論」のほか、世界的に高い競争力を有する日本の技術力のベースとなる数理科学、情

報科学、自然科学（物理・化学・生命・地学）の分野において、諸外国で生涯学習の対象

となりうる最先端の知識と技能を修得する科目や、同分野の教育特論として、各国での中

高等学校における理数探究型の学習として扱うための課題について学習する。 

 さらに、このような高度な専門性をベースとする実践学習の場として、先述の分野の教

育特論演習を開講し、各国の中学生や高校生がどのように探究を進めていけば一定の成

果を得られるかについて実践的に考察する。 

このような授業科目群により、日本型教育と各国・地域の教育を組み合わせ、新たな教

育モデルを創造し、Society5.0 社会を見据えたイノベーションの創造を可能とする理数

教育を実践するための知識や技能を修得させる。 

 

【日本語教育支援高度化領域】 

 本領域は、「日本語教育理解高度化科目」、「対照言語学理解高度化科目」、「教科理解高
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度化科目」及び「多文化理解高度化プログラム」の４つの科目群により構成する。 

 「日本語教育理解高度化科目」では、日本語教育の実践で活用する知識と技能の修得を

目的とする「日本語教育の理論と実践」、「社会言語学特論」及び「日本語構造論」を必修

として開講する。 

また、学部で養った英語能力をベースとしながらも、グローバルな視点から日本語及び

他の言語についての専門的な言語学的理解を深める「対照言語学理解高度化科目」では、

日本語と、英語、中国語、フランス語、ドイツ語の対照言語学的な学習を通じて、それぞ

れの言語・言語文化の特性を理解するため、上述の４つの語学から１科目２単位を選択す

る。 

 さらに、「教科理解高度化科目」では、教科専門的な学習を通して教育理解を深めると

ともに、教科教育的観点から日本語を教え、日本語による学習を支援するための能力・技

能を高めるため、国語教育、社会科教育、芸術・音楽教育、英語教育のいずれかの分野か

ら１科目２単位を修得する。 

加えて、「多文化理解高度化プログラム」では、日本語学・日本文学、ヨーロッパ言語・

芸術文化、アジア言語・多文化、国際社会文化、英語・英米文化の５分野において、隣接

する学問領域に関わる３科目を１パッケージとしてプログラム構成し、このうち１プロ

グラム（３科目６単位）の修得により、日本語、英語、中国語、フランス語、ドイツ語の

語学力を高度化するとともに、学習者の興味関心や、実際に日本語を教え支援する具体的

な場面を想定しながら、高度な多文化理解力を育成する。 

 

■教育ファシリテーションコース 

 本コースでは、「教育イノベーション開発領域」、「地域教育・芸術支援人材高度化領域」

及び「健康・安全教育高度化領域」の３領域のそれぞれに専門科目を設定する。 

  

【教育イノベーション開発領域】 

 本領域は、専攻共通科目の「教育イノベーション概論」で身に付けた知識をベースとし

て、例えば、ICT 関連知識を豊富に持ちその能力を教育現場で活かしたい者（以下「ICT

等企業人」という。）や、教育委員会の行政職など ICT 技術の知識は乏しいものの、教育

現場の実状を理解し、同場所に ICT 技術等の導入を目ざす者（以下「教育行政職人材等」

という。）など、それぞれが有する専門性や、強み・弱みなど特性に応じた科目を選択で

きるよう科目を配置する。 

 例えば、ICT 等企業人を想定した科目としては、「教育ポートフォリオとデータ」、「学

修評価とデータ」及び「メディア・情報リテラシー特論」を設置し、教育データの種類と

特性、学習と評価の関連性、学校経営の概説と関連するデータ等についての専門的知識・

技能を修得する。 

 一方、教育行政職人材等を想定した科目としては、「人工知能概論」、「データ分析のた

めのプログラミング」及び「データ解析のための数学概論」を設置し、AI、ICT 等の先端

技術やプログラミングの基礎的概念を理解し、先端技術の教育現場の最適化や教育デー

タ活用による分析を実践研究するための専門的知識・技能を修得する。 

 このように、教育現場において先端技術を利活用するための基盤的知識、各特性に応じ

た高度な専門性を修得した上で、次のステップとして、本領域の院生の必修科目「先端技

術・データ活用演習」において、企業や社会生活での先端技術活用、データ収集と分析に

ついて、先進事例やグッドプラクティスに即して実践演習と考察を行う。さらに、この演
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習における実務経験をベースに、同じく必修科目「先端技術の教育展開と教育データ分析

演習」を通じて、先端技術を自在に駆使し、教育に関するデータを集積・分析しながら、

各種教育課題に対して最適な解決策を提示するための知識・技能を習得する。 

 

【地域教育・芸術支援人材高度化領域】 

 本領域は、教育関連行政職、社会教育、芸術活動等の分野に関する専門性を高めるとと

もに、これを活用して教育・学習支援についての理論的・実践的探究や、他者との学び合

いを通じた実践知開発を行うための専門的知識や技能を修得することを目的にカリキュ

ラムを設計する。 

 「生涯学習推進行政の動向」及び「生涯学習施設・職員特論」では、生涯学習推進政策

の動向や課題、施設や職員の役割についての理解を深め、成人を対象とした効果的な教育

方法・学習支援の在り方について考察する。 

 「地域教育とキャリア形成」では、地域や教育現場の課題に関する事例研究を通じて問

題把握と解決の視点を養い、各自のキャリア・デザインへと展開させる。 

 芸術活動の分野においては、音楽・美術における「地域教育支援研究」において、学習

支援活動の実践事例に即したアクションリサーチ、教材開発研究のほか、地域や教育現場

での音楽会、鑑賞会、ワークショップ等の実践と課題の考察を展開し、地域コミュニティ

形成や学校教育現場の現状や動向への理解を深め、教育・学習支援課題を解決するための

基盤的知識・技能を修得する。 

 このような高度な専門性をベースとする実践演習では、「地域教育実践演習」を設定し、

自らの実践の分析省察と、受講生間の協働による考察の展開を通じて、地域学校協働の課

題解決に資する事業の企画や運営手法、教材開発手法、評価手法など実務的な技能を修得

する。 

芸術分野の実践演習では、「教育支援力高度化演習」を設定し、自らの芸術活動で培っ

た知識や技能を活用し、教育現場に参画するための技能や感性の習得、並びに教材開発能

力や事業企画・運営力など、高度な教育スキルを修得する。 

加えて、近年、大阪府では、不登校児童生徒や外国人の渡日者が増加し、識字・日本語

学習や人権学習などを必要とする者が大幅に増加する状況を踏まえ、「識字・成人基礎教

育実践研究」を導入し、成人の識字・日本語学習を支援するために必要とする専門的知

識・技能・価値観を修得する。 

 

【健康・安全教育高度化領域】 

 本領域は、医療や保健、スポーツ、学校安全など健康・安全分野に関する専門性を高め

るとともに、これを活用して教育・学習支援についての理論的・実践的探究や、他者との

学び合いを通じた実践知開発を行うための専門的知識や技能を修得することを目的にカ

リキュラムを設計する。 

 健康科学、生活環境学、安全教育学、スポーツ実践の分野に関する「地域・学校におけ

る教育の理論と方法Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」では、各分野の教育・支援活動の実践事例に即したアク

ションリサーチ、ワークショップ等の実践と課題の考察を展開し、地域や学校教育におけ

る各分野の現状や動向への理解を深め、教育・学習支援課題を解決するための基盤的知

識・技能を修得する。 

 これら教育の理論と方法をベースとして、健康科学、生活環境学、安全教育学、スポー

ツ実践の分野に関する「課題解決のための実践研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」では、地域や学校におけ
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る自らの研究テーマを設定し、実践の分析省察と、受講生間の協働による考察を通じて、

健康・安全教育の課題解決に資する授業の企画や運営方法、教材開発手法、評価手法など

実務的な技能を修得する。 

  

（ｄ）フィールド研究科目 

本専攻のうち、「心理・教育支援コース」または「国際協働教育コース」を選択する者

を対象とする。  

「心理・教育支援コース」は、「心理実践実習ⅠＡ」を設定する。心理支援の専門家が

業務として何を求められており、何をしているのかを具体的に理解するとともに、心理士

として現場で必要とされる基礎的な姿勢・態度、ならびに社会人としての素養を身につけ

ることを目的とする。事前実習として実習の目的と意義、心構え、必要とされるスキルな

どについて取り扱う。その上で複数分野の施設への見学実習をおこなうとともに、教育分

野を中心とした施設を実習先として、継続的な指導のもとに実践的スキルを身につける。 

 「国際協働教育コース」は、必修科目「国際協働教育実践演習」と、選択科目「日本型

教育システム開発実践演習」及び「日本語教育支援実践演習」を設定する。 

「国際協働教育実践演習」は、学校、日本語学校、その他 NPO 等の日本語教育・支援に

関わる教育現場を実際にインターンシップとして経験し、教育活動に加わることを通し

て、日本語教員・支援員と学習者との関わり方、日本型教育のあり方などについて理解を

深め、実際の現場で直面する課題を理解した上でその解決策を見出す。 

「日本型教育システム開発実践演習」は、共通科目・専門科目で培った、日本型の教育

システムや最先端の科学・情報・数学を活かし、中学校や高等学校での授業や、こども科

学実験体験などでの授業を体験し、それぞれの国での学びへの展開について、振り返りな

がら考察する。 

 「日本語教育支援実践演習」では、授業や支援を的確かつ効果的に展開するための方法

論を習得し、これを活用して、学校、日本語学校、その他 NPO 等、実際の教壇に立つこと

で実践的かつ高度な教授スキルを養う。また事後指導では、教壇実習を省察し、課題や反

省点の改善策や解決策を見出すことで、日本語教師・支援員としての実践的能力・技能を

高める。 

 

（ｅ）プロジェクトベース科目 

 本専攻のうち、「教育ファシリテーションコース」を選択する者を対象とし、「プロジェ

クト演習Ａ」及び「プロジェクト演習Ｂ」の２科目４単位を必修により履修する。 

「プロジェクト演習Ａ」では、地域や社会における教育課題に関するテーマを複数によ

り設定し、課題ごとにグループを編成し、受講生間による共同調査、グループ討議を通じ

て、教育的視点を交えた課題解決策を開発し、成果発表を行う。院生は他の受講生との協

働により研究に取り組むことを通じて、教育的アプローチを用いた課題解決策を開発す

るうえで必要な資質やスキルを修得する。 

「プロジェクト演習Ｂ」では、連合教職大学院との連携により、「教員」×「専門職業

人」、「学校」×「企業」などの多職種協働による探究型学習を展開する。課題ごとにグル

ープを編成し、受講生間による共同調査、グループ討議を通じて、子どもの貧困対応、い

じめ・不登校対応、教育現場への先端技術導入など学校が抱える様々な問題の解決に寄与

する教育プログラムや、社会に開かれた教育課程の授業案を開発し、教育現場への実装に

つなげることを目的とする。 
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（ｆ）課題研究科目  

専攻共通科目、コース共通科目、コース・領域専門科目、フィールド研究科目、プロジ

ェクトベース科目での学びと関連させながら学術的に考察し、修士論文に結実させるこ

とを目的として「課題研究科目」を設定する。 

「課題研究Ⅰ」では、受講者自らの専門分野や、上記の授業科目から得られた知見を基

盤として研究テーマを設定し、本テーマについての文献購読、調査などの研究の推進を通

じて、データ収集・分析、文献検索、論文作成等、修士として必要な研究手法を習得する。

また、研究の推進により得られた成果は修士論文の執筆につなげることとする。 

「課題研究Ⅱ」では、「課題研究Ⅰ」で培った知見や研究手法を用いて、受講者自らが

設定したテーマに即した研究を一層深めつつ、これにより得られた成果を修士論文とし

てまとめることとする。 

Ⅰ、Ⅱとも定期的に研究発表会を行う。 

 

 

４ 教員組織の編成の考え方及び特色 

 本専攻では、教育上主要と考える「専攻共通科目」「コース共通科目」等の授業科目は

原則、専任教員が担当することとしており、専門性確保の観点から兼任教員や兼担教員が

担当することが適切と判断した科目のみ専任教員以外の者が担当する。 

その中で、「心理・教育支援コース」を主担当とする専任教員については、公認心理師

資格に対応するため、大学等で心理分野の教育に係る実習又は演習の教授に関し３年以

上の経験を有し、かつ公認心理師法第２条各号に掲げる行為の業務に５年以上従事した

経験を有する者である。 

 また、「教育ファシリテーションコース」では、AI、ICT 等の先端技術活用により、教

育データ活用による分析実践や、教育コンテンツ開発、校務の効率化など教育現場を最適

化するための実践研究を先導的に展開することとしている。そのため、先端技術やデータ

サイエンスを専門とする人材の充実・強化を図るべく、これらの知見を有する企業人材を

クロスアポイントメント制度の活用により、本専攻の教員として招聘する。本教員は、本

学学生や附属学校児童生徒に関する学習行動データの集積や、データ活用による教育の

質改善を実現する方法の研究開発、さらには、エビデンスに基づく新たな教育手法を獲得

するための技術アドバイスを担うとともに、「教育イノベーション開発領域」の授業を担

当する。  

教員の年齢構成（完成年度）については、40 代の教員 10 名、50 代の教員 29 名、60 代

の教員 26 名である。退職を迎える者１名を含むが、退職後、特任教員として採用予定で

あるため、教員組織の継続性についても問題はない［資料 11］。 

 

 

５ 教育方法、履修指導、研究指導の方法及び修了要件    

（１）教育方法  

本専攻における授業の方法としては、いわゆる講義スタイルを中心とはしない。各科目

の到達目標と、院生の内的な学習動機を強く結びつけるところから始まり、グループ討

議、ワークショップ、フィールドワーク、学び合いなどを組み合わせることにより、院生

の主体的な深い学びであるアクティブ・ラーニングを中心とした方法によるものとする。 
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 また、授業でのレポート作成や論文作成、実習科目でのパソコン利用のほか、授業の

履修登録や成績閲覧の手続き、授業課題の提出なども大学の Web サイトを通じて行うな

ど、数多くの機会にパソコンとインターネットを活用しながら、院生間の学びのコミュ

ニティ形成を促進する。 

 

（２）履修方法 

心理・教育支援コースと国際協働教育コースは、柏原キャンパスにて、昼間の１～６時

限目の授業時間において開講する。社会人学生が主に受講する教育ファシリテーション

コースは、交通至便な天王寺キャンパスにて、月～金は夜間の 6時限目（18:00～19:30）

と 7時限目（19:40～21:10）、土曜日は 4時限目（14:40～16:10）～7時限（19:40～21:10）

で開講し、特にコース全ての院生の必修科目である「コース共通科目」は全て 7時限で開

講するなど、働きながら通学できることを考慮した時間割として工夫している。 

さらに、専攻全ての院生の必修科目である「専攻共通科目」は、社会人、学部卒学生、

留学生と生活環境が異なる院生が受講することから、土曜日の午後や夏季休業期間中の

集中講義とし、様々な立場の院生が一堂に会することが可能な時間帯に開講するよう工

夫している［資料 12］。 

 

（３）研究指導 

本専攻では、多様な知見を融合させて Society5.0 社会に資する実践知を生み出せる人

材の養成を目的とすることから、複数の視点で院生を指導できるよう、所属するコース・

領域の主指導教員と、コース・領域を越えた副指導教員の組み合わせにより分野融合的な

研究指導を行うこととする。主副両指導教員は密に連携し、担当院生について情報を共有

し主体的に関わることとする。 

 主指導教員の役割として、担当院生のテーマをより明確にするために、先行研究、先進

的な教育実践の紹介や、調査をするよう指導するとともに、理論的・実践的研究を計画的

に進めていけるように、研究計画全体への指導、助言を行う。 

 また、院生が定期的に研究の進捗状況を報告する場を設定し、修士論文研究を円滑かつ

効果的に進めていけるよう指導、助言を行う。 

 一方、副指導教員は、主指導教員とは異なる観点からの指導を意識し、他分野の研究事

例の紹介や、主指導教員とともに定期的に研究の状況について確認し、指導、助言を行

う。 

そうした体制の下、課題研究Ⅰ・Ⅱでは、主副両指導教員の指導の下、それぞれ研究発

表会を行う。 

 

（４）修了要件 

 標準修業年限は２年とする。ただし、院生が職業を有している等の事情により、標準修

業年限を超えて計画的に教育課程を履修し修了することを希望する場合は、当該院生の

修業年限を３年とすることを認めることができる。 

修了要件は、２年以上在学し、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、

論文審査及び最終試験に合格することである。 

 

（５）学位論文の審査体制及び公表方法 

 修士の学位論文は、大学院教育学研究科長（以下「教育学研究科長」という。）に提出
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するものとする。ただし、必要により参考論文もしくは特定の課題研究の成果を添付する

ことができる。 

学位論文審査では、教育学研究科長は、修士の学位論文を受理したときは、審査委員会

を設置し、修士論文の審査及び最終試験を行い、教育学研究科委員会の審議を経て、学長

が合否を決定する。審査委員は、当該専攻から主査、副査を選定し、審査の客観性、厳格

性を担保した審査体制とする。院生には、審査基準を履修提要に記載し、履修ガイダンス

や大学 Web ページにおいても周知する。 

 
 
６ 施設・設備等の整備計画 

 本専攻の講義室等について、心理・教育支援コース及び国際協働教育コースは柏原キャ

ンパスを、社会人対象の教育ファシリテーションコースは天王寺キャンパスを活動施設

とし、既存の講義室、演習室、研究室等を有効活用する。 

また、柏原（本館）・天王寺（分館）の両キャンパスの附属図書館には、院生同士が、

図書館資料やパソコンを活用しながら、対話し協働することができる学習スペースとし

てラーニング・コモンズ（まなびのひろば）を備えている。当施設には、電子黒板やディ

スカッションテーブルなどが整備され、議論やグループワークをしながら教育研究を進

めることを可能としている。平成 26 年に当施設内に「サポートデスク」が設置されてお

り、サポートスタッフ（本学大学院生）が、図書や各種資料の探し方、データベース活用

方法、電子黒板・ディスカッションテーブルの利用方法などのサポートを行っている 

［資料 13］。 

附属図書館は、図書が 846,572 冊（分館 76,802 冊）、学術雑誌が 17,475 冊（分館 1,225

冊）、電子ジャーナルが 4,005 タイトル、視聴覚資料が 18,653 点（分館 1,134 点）を保有

し、本専攻の院生も利用可能である。その他、院生は、全国の大学図書館などが所蔵して

いる図書・雑誌等の検索や論文検索のほか、リポジトリ検索として、Web 上で無料公開し

ている学術雑誌掲載論文・紀要論文・科研報告書・学位論文・会議資料・教材・図書等の

教育研究成果を検索することができる。 

 

 

７ 基礎となる学部との関係 

平成 29 年４月の学部改組により、教育的視点から学校・家庭・地域・社会と連携・協

働し、多様な教育課題の解決を図る人材を養成する教育学部教育協働学科を新設した。 

同学科では、教育・福祉・心理・健康生活・学校安全・自然科学・数理科学・情報・人

文社会・国際文化・芸術・スポーツなど多様な分野の専門的な知識と技能を身に付けると

ともに、「教育」や「学校」への理解を促進し、地域や学校、グローバル化など多様な視

点から、協働力やコーディネート力を習得させるべく教育研究を展開している。 

計画している専攻は、上記の力量形成を目ざす同学科の教育研究を発展的に継承し、特

定の分野における高度な専門的知識・技能、教育・学習支援を深く探究するための実践

力・研究力等を獲得するとともに、「組み合わせる」思考により課題解決・価値創造する

力を備えた人材の育成を目ざす。 

具体的には、教育への関心を有する多様な専門職人材の知見を組み合わせ、理論と実践

の省察や考察を通じて、学校改革や教育課題の解決に最適化するための実践知を生み出
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し、これを教育・学習支援モデルとして教育現場へと活用できるよう実践研究を展開する

。 

 

 

８ 入学者選抜の概要  

 ＜アドミッションポリシー＞ 

 本専攻では、学校内外での教育・学習支援において主導的な役割を果たす人材を養成す

ることを目的としており、その目的に向けて、以下のような人々を求める。 

  

①学校や地域が抱える課題の解決に強い関心を有する人、②特定分野において専門性や

優れた実務・実践経験を有し、これを活用して教育・学習支援に参画することを志す人、

③教育現場の課題について実践的研究を行うことで、学校改革に向けて先導的・中核的な

役割を担うことを志す人  

 

＜選抜方法＞ 

以下の選抜方法により実施する。 

・学力検査：外国語能力、専門分野に関する知識・技能を特に評価する。 

・小論文：教育・学習を支援する専門職として必要な読解力、思考力、文章表現力を特に

評価する。 

・口述試験：学び続ける意欲、主体性、専門分野に関する知識、修士課程での研究計画を

特に評価する。 

・研究計画書：自らが身に付けるべき資質・能力を明確にし、教育全体の課題と関連づけ

た具体的な研究計画を特に評価する。 

 

＜想定される入学者＞ 

〇心理・教育支援コース 

①学士課程において公認心理師国家試験受験資格に必要なすべての科目を修めており、

修士課程において必要とされる科目を修める強い意志のある人 

②心理支援に関する高度な知識とスキルを身につけ、社会に貢献しようとする強い意欲

を有する人 

③スクールカウンセラーや教育相談員等の専門職の立場から教育を支援する意欲を有す

る人 

 

〇国際協働教育コース 

【日本型教育システム開発領域】 

①各国・地域の日本型教育システムに関する実践研究に取り組み、その成果を教育現場に

反映させ、教育課題の解決の一翼を担う意欲を有する人 

②学士課程で学んだ自身の専門研究分野に関して基礎的な知識と強い関心を有する人 

③日本型教育システムについての研究成果を国際的に発信するためのコミュニケーショ

ン能力・語学力を有する人 
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【日本語教育支援高度化領域】 

①日本語教育支援に関する実践研究に取り組み、教育を通して多文化共生社会の実現と

持続に貢献しようとする意欲を有する人 

②学士課程で学んだ自身の専門研究分野に関して基礎的な知識と強い関心を有する人 

③日本語教育支援についての研究成果を国際的に発信するためのコミュニケーション能

力・語学力を有する人 

 

〇教育ファシリテーションコース 

【教育イノベーション開発領域】 

①学校や地域が抱える課題の解決に強い関心を有する人 

②AI、ICT 等の先端技術、または、教育行政等に関して優れた実務・実践経験を有し、こ

れを活用して新時代の学校改革や教育現場の課題解決の一翼を担う意欲を有する人 

 

【地域教育・芸術支援人材高度化領域】 

①学校や地域が抱える課題の解決に強い関心を有する人 

②社会教育や福祉、美術や音楽などの芸術活動に関して優れた実務・実践経験を有し、こ

れを活用して新時代の学校改革や教育現場の課題解決の一翼を担う意欲を有する人 

 

【健康・安全教育高度化領域】 

①学校や地域が抱える課題の解決に強い関心を有する人 

②医療や保健、スポーツなど健康・安全分野に関して優れた実務・実践経験を有し、これ

を活用して新時代の学校改革や教育現場の課題解決の一翼を担う意欲を有する人 

 

 

９ 取得可能な資格 

 本専攻では次のような資格取得が可能である。 

【心理・教育支援コース】 

 心理・教育支援コースの指定科目を履修することにより、以下の受験資格の取得が可能

である。 

 公認心理師：修了要件単位に含まれる科目のほか、公認心理師資格取得に関わる科目

の履修が必要 

 

 なお、公認心理師の資格養成に係る実習の具体的内容は次のとおりである。 

（ａ）実習の目的 

公認心理師の養成において実習科目は必修であり、保健医療、教育、福祉、司法・犯罪、

産業・労働の主要五分野の中から保健医療を含めて三分野以上における実習により、公認

心理師として必要な、（ア）要支援者等に関する知識及び技能の修得、（イ）要支援者等の

理解とニーズの把握及び支援計画の作成、（ウ）要支援者へのチームアプローチ、（エ）多

職種連携及び地域連携、（オ）公認心理師としての職業倫理及び法的義務への理解、の五

点について、学士課程で修得した知識とスキルをさらに高め、専門家としての高度な資質

を身につけることが求められている。 

（ｂ）実習先の確保の状況 

実習施設の所在地は大阪府下およびその周辺地域であり、公共交通機関での移動が可
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能な範囲にある。入学定員 10 名に対して教育機関９施設、医療機関７施設、福祉施設 10

施設など、あわせて 26 施設の承諾を得ている。今後はさらに実習先の範囲の拡大を図る

こととする。［資料 14］。 

（ｃ）実習先との契約内容 

実習の際、知り得た個人情報その他の秘密について、適切に管理するとともに、その漏

洩、紛失、その他不適切な行為を行わないこと、並びに、実習中の事故防止、感染予防等

について、実習先と取決めを行う予定としている。 

（ｄ）実習水準の確保の方策 

「心理実践実習 IA」は１回生、「心理実践実習 IIA」は２回生を対象とし、主として教育

領域における見学を含む実習を行う。本学の附属学校園、大阪府下の教育センター等で

の実習を予定しており、各施設における心理師の役割を理解するとともに、支援を必要

とする児童生徒との関わりや、チームでの支援、関係者支援等についての知識と技能を

習得する。 

「心理実践実習 IB」は１回生、「心理実践実習 IIB」は２回生を対象とし、大阪府内お

よびその周辺地域の医療機関、福祉施設での実習を予定している。各施設における心理

師の役割を理解するとともに、支援を必要とする者との関わりや、チームでの支援、関係

者支援等についての知識と技能を習得する。 

 「心理実践実習 IC」ならびに「心理実践実習 ID」は１回生を、「心理実践実習 IIC」な

らびに「心理実践実習 IID」は２回生を対象とし、受講者が現在実践する、あるいは過去

に実践したケースをもとに、集団指導をおこなう。 

 複数施設において実習を行うため、実習の計画の段階で、各施設との間で実習の目的、

内容を共有し、一定の水準が保たれるよう努める。また、院生に対しては、事前・事後指

導において施設を跨いでの情報や体験の共有を行い、相互に学習を深められるよう工夫

する。成績評価については同一の基準を設けて評価を行う。 

（ｅ）実習先との連携体制 

実習に先立ち、実習担当教員が各実習施設を訪問し、施設の担当者ならびに実習指導者

とともに、現場の事情等を考慮して実習内容を計画する。実習中は、担当教員が実習施設

の担当者、実習指導者と連絡を取り合い、定期的に施設を訪問することで、実習の状況を

把握し、円滑に実習が行われるよう取り計らう。実習施設が実施する実習終了後の報告会

には実習担当教員が参加するとともに、学内でおこなう報告会や反省会などに実習指導

者の参加を依頼し、実習の成果と課題を協議する機会とする。 

（ｆ）実習前の準備状況（感染予防対策、保険等の加入状況） 

感染予防対策ならびに保険等については、学生教育研究災害傷害保険ならびに学生教

育研究賠償責任保険に正規学生の全員が入学時に加入する。また入学時に麻疹、水痘、風

疹、ムンプスの抗体検査結果またはワクチン接種証明の提出を求め、抗体価が低い者に

はワクチンの接種を推奨する。 

秘密保持義務および信用失墜行為の禁止については、一定学士課程のなかで学習済み

であると想定しているが、実習前の指導の中で、実習中に知り得た秘密を第三者に漏ら

さないこと、SNS への投稿もこうした義務に抵触すること、こうした行為が発覚した場合

は以降の実習を中断することなどを改めて確認する。実習の手引きにもこれらの留意点

を記載し、院生に携帯させることとする。 

（ｇ）事前・事後における指導計画 

事前指導として、実習の目的や実習内容、実習施設の役割とそこでの心理師の役割等に
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ついてのオリエンテーションを行う。また、個人情報の取り扱いなど実習における留意点

や、事故等への対応方法について説明する。 

事後指導では、各実習施設での実習について実習生同士で相互に報告しあい、ディスカ

ッションを行うことで、実習体験を振り返るとともに、自身が実習を行った施設以外の施

設についても理解を深める。 

（ｈ）教員及び助手の配置並びに巡回指導計画 

実習施設ごとに実習担当教員を決め、巡回指導を行って院生の実習の進捗状況を確認

する。講義と実習は可能な限り別タームに開講することで、巡回指導のための時間を確保

する。巡回は施設ごとに５回に１回（おおよそ月に１回）の頻度で行う。 

（Ｉ）実習施設における指導者の配置計画 

各施設における実習生は１名から３名程度であるため、実習指導者は施設ごとに１名

を想定している。実務経験を有する公認心理師資格保有者に、実習指導者となっていただ

くよう各施設に依頼している。 

（ｊ）成績評価体制及び単位認定方法 

実習の成績は、実習への参加態度、実習記録の提出、事後指導における実習報告、レポ

ート提出、実習施設における実習指導者の評価などを総合的に判断して評価する。 

 

 

10 大学院設置基準第２条の２又は第 14 条による教育方法の実施 

 大学院設置基準第 14 条にしたがい、社会人に対し、その身分を持ったまま入学し修

了する教育方法を実施する。 

（ａ）修業年限 

標準修業年限は２年とする。ただし、長期履修学生制度（修業年限３年）の利用を可能

とする。 

（ｂ）履修指導及び研究指導の方法 

社会人学生への履修指導及び研究指導については、所属するコース・領域の主指導教員

と、コース・領域を越えた副指導教員の両教員が社会人学生と研究計画の打合せを行い、

計画的に履修及び研究ができるよう指導する。また、土曜日や夏季休業期間中の研究指導

の実施も可能とする。 

（ｃ）授業の実施方法 

社会人学生の都合に応じて柔軟に授業を行うために、土日開講や夏季集中の授業、遠隔

講義システムによる授業の導入など履修しやすい環境を整える。 

（ｄ）教員の負担の程度 

夜間開講は 21 時 10 分までとして、指導が深夜に及ばないよう配慮する。また、学部

授業も担当することから過度な負担にならないよう、年間の上限コマ数を設定するとと

もに、介護や子育て中の教員には、夜間開講が継続しないよう配慮する。 

（ｅ）図書館・情報処理施設等の利用方法や院生の厚生に対する配慮、必要な職員の配置 

図書館の開館時間について、柏原キャンパスにおいては、授業期間中は月曜～金曜 8時

35 分から 20 時 45 分、土曜 10 時 00 分から 17 時 00 分、授業期間外は、月曜～金曜 8 時

45 分から 17 時 00 分である。天王寺キャンパスにおいては、授業期間中は、月曜～金曜

10 時 00 分から 21 時 30 分、土曜 13 時 00 分から 21 時 30 分、授業期間外は、月曜～金曜

10 時 00 分から 19 時 00 分である。また、PC や ICT のソフトウェアを利用可能な情報基

盤センターは、月曜～金曜 9時 00 分から 17 時 00 分まで利用可能である。さらに、夜間
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に開講する天王寺キャンパスの事務窓口は 21 時 30 分まで対応可能となっている。 

 

 

11 ２つ以上の校地において教育を行う場合    

 本専攻では、柏原と天王寺の２キャンパスで教育研究活動を展開することとしている。

「心理・教育支援コース」及び「国際協働教育コース」は柏原キャンパス、主に社会人を

対象とする「教育ファシリテーションコース」は天王寺キャンパスにおいて実施する。両

キャンパスとも講義室や演習室、実習室、さらには附属図書館、体育施設が整備されてお

り、本専攻の院生は両キャンパスの施設・設備等の相互利用が可能である。また、両キャ

ンパスの複数教室に双方向遠隔講義システム（テレビ会議システム）を整備しており、

LIVE 配信を通じて、遠方にいながら授業中のコミュニケーションや会議運営が可能であ

る。 

 専任教員については、柏原、天王寺で授業を担当する曜日を分けるよう時間割編成をす

ることや、双方向遠隔講義システムを活用するなど、頻繁に大学間移動をすることがない

よう配慮する。 

 

 

12 管理運営           

 国立大学法人大阪教育大学基本規則の第13条第２項により、大学院に教育学研究科（修

士課程）及び連合教職実践研究科（専門職課程）を置く。教育学研究科の研究科長は学長

とし、教学に関する事項、中期計画及び年度計画に関する事項のうち、教育研究に関する

事項を審議するため教育学研究科委員会を置く。教育学研究科委員会は、研究科長を委員

長とし、教育学研究科長及び教育学研究科担当の専任教員で構成する。 

 本研究科の独立性と機動的な管理運営システムを確保するために、教育学研究科に教

育学研究科運営委員会（以下「運営委員会」という。）と研究科主任を置く。運営委員会

は、研究科主任と研究科副主任、専攻主任及びコース主任によって構成され、研究科主任

は本研究科に所属する専任教授の中から学長の指名によって選ぶ。教育課程の編成、院生

の入学や修了に関すること、入学者選抜方法、FD 事業等、通常の管理運営に関すること

は、運営委員会で審議する。 

 

 

13 自己点検・評価  

 本学の自己点検・評価に関わる組織としては、国立大学法人大阪教育大学の下の運営機

構室の一つとして「評価室」を設置しており、自己点検・評価や認証評価及び法人評価に

関する事項を任務としている。また、教育、研究及び社会貢献等の諸活動に関する質の向

上・改善を図るため、本学は「自己点検・評価委員会」を設置しており、評価室で策定さ

れた自己点検・評価に関わる基本方針に基づいて、講座・専攻において自己点検・評価の

実施や改善事項の提案などを行っている。本研究科においても、この仕組みに基づいて毎

年自己点検・評価を実施する。 
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14 認証評価 

 本学では、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の大学機関別認証評価をこれま

で、第１回目は平成 19 年度、第２回目は平成 25 年度に受審し、第３回目は令和２年度

に受審することとしている。 

このように、これまでの実施サイクルと、認証評価は７年以内に受審する制度であるこ

とを鑑み、本研究科の内容に関しては令和９年度までに受審することとする。 

15 情報の公表 

 大阪教育大学の Web サイトの「ホーム＞大学紹介＞教育情報の公表」に、「教育情報の

公表(学校教育法施行規則第 172 条の 2 に基づく情報公開)」及び「教員の養成の状況に

ついての情報の公表(教育職員免許法施行規則第 22 条の 6 に基づく情報公開)」Web ペー

ジがあり、教育学部、教育学研究科及び連合教職実践研究科の情報を公開している。 

16 教員の資質の維持向上の方策 

 本学では、大学運営を先導する教職員の組織的力量形成及び教職協働の実現をめざし、

全学的方針に基づき、FD 事業を実施している。 

 FD 組織は、ファカルティ・ディベロップメント事業推進委員会によって実施される全

学 FD と、各部局で実施される部局 FD から構成されている。本専攻では、その構成員が

全学 FD に参画するとともに、教員の継続的な力量向上を重視し、本専攻独自の FD も定

期的かつ計画的に企画・実施することとしている。 

 近年の全学 FD は、教員養成あるいは教育・学習支援人材養成に係る政策に対応し、先

導的教育・研究のあり方を追求するテーマについて重点的に実施している。 

特に令和元年度においては、Society5.0 により先端技術の活用が急速に進展し、教育

分野においても AI やデータ等の先端技術の活用が課題となる中、本学の「データを活用

した教育の質改善プロジェクト」主催により、「データ活用による教育の質改善」をテー

マとする FD を計２回実施した。

このように、新たな時代における教育現場の質的転換を見据え、大学全体で教職員の力

量を高めるための FD 事業を積極的に展開している。  
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能

を
⽣

か
し

，
部

活
指

導
に

も
携

わ
る

。

⼤
学

院
修

了
特

別
免

許
状

を
取

得
附

属
学

校
園

に
採

⽤
所 属

教
科

︓
保

健
体

育
（

ア
ス

リ
ー

ト
）

授
業

教
科

指
導

研
究

⽕

Ａ
附

属
学

校
Ｂ

附
属

学
校

授
業

部
活

指
導

⽔

Ｃ
附

属
学

校

授
業

部
活

指
導

⽊

D附
属

学
校

授
業

⼤
学

教
員

と
共

同
研

究

・
・

・

Ａ
附

属
学

校
Ｂ

附
属

学
校

天
王

寺
地

区

１
学

期

Ｃ
附

属
学

校
D附

属
学

校

池
⽥

地
区

F附
属

学
校

平
野

地
区

教
科

︓
⾳

楽
（

オ
ー

ケ
ス

ト
ラ

楽
団

員
）

E附
属

学
校

授
業

３
学

期

E附
属

学
校

⽉

Ca
se
Ⅳ

教
科

︓
情

報
（

⺠
間

企
業

︓
プ

ロ
グ

ラ
ミ

ン
グ

）

■
所

属
元

の
⾝

分
を

有
し

た
ま

ま
教

師
と

し
て

，
学

校
教

育
に

幅
広

く
参

画
で

き
る

多
様

な
勤

務
形

態
■

例
え

ば
，

⼀
⽇

の
中

で
，

午
前

は
附

属
学

校
園

で
授

業
，

午
後

は
企

業
で

勤
務

な
ど

，
弾

⼒
的

な
活

⽤

２
学

期

Ca
se
Ⅲ

教
科

︓
情

報
（

⺠
間

企
業

︓
AI

・
IC

T）

⽉

企
業

に
勤

務
Ａ

附
属

学
校

授
業⽕

⽔

企
業

に
勤

務

⽊

B附
属

学
校

授
業

⼤
学

教
員

と
共

同
研

究

■
所

属
元

の
⾝

分
を

有
し

た
ま

ま
教

師
と

し
て

，
学

校
教

育
に

幅
広

く
参

画
で

き
る

多
様

な
勤

務
形

態
■

例
え

ば
，

⽉
，

⽔
，

⾦
は

企
業

で
勤

務
，

そ
れ

以
外

は
附

属
学

校
園

で
授

業
を

担
当

す
る

弾
⼒

的
な

活
⽤

・
・

・

Ａ
附

属
学

校
授

業

⽉

企
業

に
勤

務

⽕

企
業

に
勤

務
B附

属
学

校
授

業
教

科
指

導
研

究

・
・

・

AM
PM

AM
PM
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デ
ィプ
ロマ
ポ
リシ
ー

カリ
キ
ュラ
ム
ポ
リシ
ー

ア
ドミ
ッシ
ョン
ポ
リシ
ー

■
学
校
や
地
域
が
抱
え
る
課
題
に
強
い
関
⼼
を
有
す
る
⼈

■
特
定
分
野
に
お
い
て
専
⾨
性
や
優
れ
た
実
務
・
実
践
経

験
を
有
し
，
こ
れ
を
活
⽤
し
て
教
育
・
学
習
⽀
援
に
参
画

す
る
こ
と
を
志
す
⼈

■
教
育
現
場
の
課
題
に
つ
い
て
実
践
的
研
究
を
⾏
う
こ
と

で
、
学
校
改
⾰
に
向
け
て
先
導
的
・
中
核
的
な
役
割
を
担

う
こ
と
を
志
す
⼈

⼤
阪
教
育
⼤
学
⼤
学
院
（
修
⼠
課
程
）

⾼
度
教
育
⽀
援
開
発
専
攻

３
ポ
リシ
ー

所
定
の
単
位
を
修
得
し、

教
育
現
場
に
お
け
る
課

題
の
「発
⾒
・理
解

⼒
」と
「分
析
⼒
」、
特

定
の
分
野
に
お
け
る
深

化
した
専
⾨
的
知
識
・

技
能
、教

育
課
題
解

決
の
企
画
⼒
、⼈

や
組
織
間
を
つ
な
ぐ⾼

度
な
コー
デ
ィネ
ー
ト⼒

を
有
す
る
者
に
学
位
を
授

与
す
る
。

深
化
した
各
領
域
の

知
識
・技
能

教
育
課
題
の

『発
⾒
・理
解
⼒
』と

『分
析
⼒
』

教
育
課
題
解
決
の

企
画
⼒

組
織
間
を
つ
な
ぐ⾼

度
な

コー
デ
ィネ
ー
ト⼒

資
料
８

①
「
教
育
課
題
の
『
発
⾒
・
理
解
⼒
』
と
『
分
析
⼒
』
」
を
有
す
る
専
⾨
的
⼈
材
と
し
て
備

え
る
べ
き
基
盤
的
素
養
を
修
得
す
る
こ
と
を
⽬
的
と
し
て
「
専
攻
共
通
科
⽬
」
を
設
定
す
る
。

実
施
に
つ
い
て
は
、
主
体
的
・
対
話
的
で
深
い
学
び
を
提
供
す
る
。

②
⾃
ら
の
思
考
の
軸
と
な
る
専
⾨
分
野
の
「
教
育
課
題
の
『
発
⾒
・
理
解
⼒
』
と
『
分
析

⼒
』
」
を
修
得
し
、
こ
れ
を
基
盤
に
「
教
育
課
題
解
決
の
企
画
⼒
」
ま
で
つ
な
げ
る
こ
と
が

で
き
る
⼒
量
を
育
成
す
る
こ
と
を
⽬
的
と
し
て
「
コ
ー
ス
共
通
科
⽬
」
を
設
定
す
る
。

実
施
に
つ
い
て
は
、
主
体
的
・
対
話
的
で
深
い
学
び
を
提
供
す
る
。

③
「
深
化
し
た
各
領
域
の
知
識
・
技
能
」
を
育
成
す
る
た
め
に
、
⾃
ら
の
思
考
の
軸
と
な
る

専
⾨
領
域
の
知
識
・
技
能
を
基
盤
と
し
て
、
理
論
と
実
践
を
往
還
し
て
分
析
省
察
す
る
た
め

の
技
能
を
修
得
す
る
こ
と
を
⽬
的
と
し
て
「
コ
ー
ス
・
領
域
専
⾨
科
⽬
」
を
設
定
す
る
。

①
②
③
に
お
い
て
、
実
施
に
つ
い
て
は
、
主
体
的
・
対
話
的
で
深
い
学
び
を
提
供
す
る
。
具

体
的
に
は
、
講
義
に
加
え
て
、
グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
、
発
表
、
討
論
等
の
活
動
を
取
り
⼊
れ
る
。

ま
た
、
成
績
評
価
に
つ
い
て
は
、
試
験
・
レ
ポ
ー
ト
の
ほ
か
、
グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
、
発
表
、

討
論
等
の
活
動
も
重
視
す
る
。

④
「
教
育
課
題
解
決
の
企
画
⼒
」
を
基
盤
と
し
、
「
組
織
間
を
つ
な
ぐ
⾼
度
な
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
ト
⼒
」
を
育
成
す
る
こ
と
を
⽬
的
と
し
て
、
⼼
理
・
教
育
⽀
援
コ
ー
ス
及
び
国
際
協
働

教
育
コ
ー
ス
に
お
い
て
は
「
フ
ィ
ー
ル
ド
研
究
科
⽬
」
、
教
育
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
コ
ー

ス
に
お
い
て
は
「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ベ
ー
ス
科
⽬
」
を
設
定
す
る
。
こ
れ
ま
で
学
ん
で
き
た
内

容
を
統
合
し
、
異
分
野
間
で
の
協
働
的
・
実
践
的
な
学
び
を
通
じ
て
、
課
題
解
決
や
新
た
な

価
値
の
創
造
を
重
視
す
る
。

⑤
⾃
ら
の
教
育
・
学
習
⽀
援
実
践
に
お
け
る
課
題
を
設
定
し
、
専
攻
共
通
科
⽬
、
コ
ー
ス
共

通
科
⽬
、
コ
ー
ス
・
領
域
専
⾨
科
⽬
、
フ
ィ
ー
ル
ド
研
究
科
⽬
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ベ
ー
ス
科

⽬
で
の
学
び
と
関
連
さ
せ
な
が
ら
学
術
的
に
考
察
し
、
修
⼠
論
⽂
に
結
実
さ
せ
る
こ
と
を
⽬

的
と
し
て
「
課
題
研
究
科
⽬
」
を
設
定
す
る
。
成
績
評
価
に
つ
い
て
は
、
調
査
・
計
画
・
実

施
・
評
価
及
び
改
善
の
サ
イ
ク
ル
を
繰
り
返
す
こ
と
、
そ
れ
ら
の
過
程
に
お
け
る
同
僚
等
と

の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
や
協
働
を
重
視
す
る
。
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教
員
以
外
の
⽴
場
か
ら
教
育
現
場
の
⾼
度
化
の
⼀
翼
を
担
う
⼈
材

⼤
阪
教
育
⼤
学
⼤
学
院 教
職
⼤
学
院
⽣教
育
委
員
会

⾏
政
職

・
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ

ン
ト
メ
ン
ト
に
よ

る
教
員
派
遣

・
⼤
学
院
⽣
と
し

て
派
遣

等

⼤
学
院
を
拠
点
に
，
教
育
委
員
会
・
学
校
現
場
・
⾏

政
・
産
業
界
・
⼤
学
等
の
教
育
に
関
⼼
の
あ
る
社
会
⼈

が
，
共
に
学
び
研
究
す
る
環
境
の
実
現

■
研
究
テ
ー
マ
例

AI
・
ﾋﾞ
ｯｸ
ﾞﾃ
ﾞｰ
ﾀ活
⽤
に
よ
る
い
じ
め
・
貧
困

対
策
，
学
⼒
向
上
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発

⼦
ど
も
，
家
庭
と
地
域
の
安
全
と
健
康
に
資

す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発

地
域
と
学
校
の
協
働
に
よ
る
探
求
型
学
習

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発

・
多
職
種
協
働
に
よ
る
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発

・
「
地
域
課
題
」
×
「
各
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
の
組
合

せ
・
マ
ッ
チ
ン
グ

教
育
現
場
と
職
業
⼈
・
地
域
⼈
材
を
つ

な
ぐ
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
ト
⼒
を
育
成

【
シ
ー
ズ
】

・
社
会
教
育
主
事

・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
⼿
法

・
⼈
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

等

社
会
教
育
機
関

【
シ
ー
ズ
】

・
教
職
員
研
修
・
⼈
材
育
成
機
能

・
現
代
的
教
育
課
題
へ
の
対
応

・
教
育
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
の
収
集

等

教
育
委
員
会
・
学
校
現
場

企
業
⼈

学
校
教
員

共
同
研
究

⼤
学
教
員

社
会
⼈
院
⽣

社
会
⼈
院
⽣

専
⾨
職
⼈
材
の
知
的
資
源

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

【
シ
ー
ズ
】

・
AI
・
Ed
te
ch
等
の
先
端
技
術

・
業
務
の
効
率
化
機
能

・
情
報
発
信
機
能

・
デ
ー
タ
分
析
⼒

・
キ
ャ
リ
ア
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム

等

企
業

各
種
団
体
・
NP
O
・
地
域
住
⺠

【
シ
ー
ズ
】

・
⾳
楽
家

・
ア
ス
リ
ー
ト
，
ス
ポ
ー
ツ
指
導
者

・
看
護
師
，
理
学
療
養
⼠

・
社
会
福
祉
⼈
材

・
学
校
以
外
の
学
習
環
境

・
各
分
野
の
⼈
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

等
⼤
学
院
修
了
（
社
会
⼈
院
⽣
）

先
端
技
術
活
⽤

社
会
に
開
か
れ
た

教
育
課
程

安
全
と
健
康

資
料
９

「
地
域
連
携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」
を
活
⽤
し
た
教
育
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
コ
ー
ス
の
展
開

特
別
免
許
状
を
授
与

必
要
に
応
じ
て
交
流
⼈
事
等
に
よ
る
採
⽤
が
可
能

教
育
に
関
す
る
知
の
拠
点
化

多
様
な
専
⾨
性
の
組
合
せ
に
よ
る

シ
ナ
ジ
ー
効
果

⼤
教
⼤
の
特
⾊
・
強
み
を
⽣
か
し
た

「
地
域
連
携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」

実
践
的
シ
ン
ク
タ
ン
ク
機
能
の
確
⽴

教
員
以
外
の
⽴
場
で
教
育
の

⾼
度
化
を
担
う
専
⾨
職
⼈
材

〇
教
員
以
外
の
⽴
場
か
ら
教
育

現
場
の
⾼
度
化
に
貢
献

〇
多
職
種
協
働
に
よ
り
学
校
の

教
育
⼒
・
組
織
⼒
を
強
化

〇
教
育
ス
キ
ル
・
マ
イ
ン
ド
を

備
え
た
⼈
材
と
し
て
育
成

採
⽤
後
，
研
修
受
講

教
員
と
し
て
学
校
現
場
に
参
画

教
員
免
許
状
を
有
し
な
い
が
，

専
⾨
性
に
優
れ
た
社
会
⼈

特
別
免
許
状
制
度
を
通
し
て
，
専

⾨
性
に
優
れ
た
社
会
⼈
に
教
員
へ

の
道
を
開
く
仕
組
み
を
附
属
学
校

園
を
活
⽤
し
て
導
⼊
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コ
ー
ス

専
⾨
科
⽬

課
題
研
究

科
⽬

フ
ィ
ー
ル
ド

研
究
科
⽬

専
攻

共
通
科
⽬

１
回
⽣
前
期

⼼
理
・
教
育
⽀
援
コ
ー
ス

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
マ
ッ
プ

養
成

す
る
人
材

像

1回
⽣
後
期

2回
⽣
前
期

２
回
⽣
後
期

現
代

社
会

の
動

向
と

教
育

協
働

課
題
研
究
Ⅰ

課
題

研
究

Ⅱ

保
健
医
療
分
野
に
関
す
る

理
論

と
支

援
の

展
開
Ⅰ

，
Ⅱ

教
育
分
野
に
関
す
る
理
論
と

支
援

の
展

開
Ⅰ

，
Ⅱ

司
法
・
犯
罪
分
野
に
関
す
る

理
論

と
支

援
の

展
開

産
業
・
労
働
分
野
に
関
す
る

理
論

と
支

援
の

展
開
Ⅰ

，
Ⅱ

心
理

的
ア
セ
ス
メ
ン
ト
に

関
す
る
理
論
と
実
践
Ⅰ
，
Ⅱ

心
理
支
援
に
関
す
る

理
論

と
実

践

心
理

実
践

実
習

Ⅰ
Ｃ

心
理
実
践
実
習
Ⅰ
Ｄ

心
理
実
践

実
習

Ⅱ
Ａ

心
理
実
践
実
習
Ⅱ

Ｃ
心

理
実

践
実

習
Ⅱ

Ｄ

心
理

支
援

に
関

す
る
科

目

実
習

科
目

教
育

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
概
論

現
代
的
教
育
研
究
方
法
演
習

福
祉
分
野
に
関
す
る
理
論
と

支
援
の
展
開
Ⅰ

，
Ⅱ

司
法
・
犯
罪
分
野
に
関
す
る

理
論

と
支

援
の

展
開

家
族

関
係

・
集

団
・
地
域

社
会

に
お
け
る
心

理
支

援
に

関
す
る
理
論
と
実
践
Ⅰ
，
Ⅱ

心
の
健
康
教
育
に
関
す
る

理
論

と
実

践
Ⅰ

，
Ⅱ

公
認

心
理

師
と
教

師
の

協
働

的
援

助
公

認
心

理
師

と
教

師
の

協
働
的
援
助

心
理

実
践

実
習
Ⅰ

Ｂ

心
理
実

践
実

習
Ⅱ

Ｂ

心
理

実
践

実
習
Ⅰ

Ａ

⼼
理
学
に
関
す
る
⾼

度
な
理
論
と
実
践
ス

キ
ル
を
⾝
に
つ
け
、

「
教
育
領
域
に
強
い

公
認
⼼
理
師
」
と
し

て
教
育
に
ま
つ
わ
る

様
々
な
問
題
に
対
し
、

他
職
種
と
連
携
・
協

働
し
な
が
ら
解
決
に

あ
た
る
こ
と
の
で
き

る
⼈
材
や
、
そ
の
成

果
を
社
会
に
還
元
で

き
る
研
究
ス
キ
ル
を

有
す
る
⼈
材
を
養
成

す
る
。

資
料
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領
域

専
⾨
科
⽬

課
題
研
究

科
⽬

フ
ィ
ー
ル
ド

研
究
科
⽬

コ
ー
ス

共
通
科
⽬

１
回
⽣
前
期

国
際
協
働
教
育
コ
ー
ス

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
マ
ッ
プ

養
成

す
る
人
材

像

1回
⽣
後
期

2回
⽣
前
期

２
回
⽣
後
期

⽇ 本 型 教 育 シ ス テ ム 開 発 領 域 ⽇ 本 語 教 育 ⽀ 援 領 域

⽇
本
型
教
育

シ
ス
テ
ム
開
発
領
域

［
人

材
像

］
⽇
本
の
教
育
の
変

遷
、
理
数
科
の
教

科
内
容
、
指
導
法
、

教
材
開
発
な
ど
に

関
す
る
知
識
や
、

⽇
本
型
教
育
と
各

国
・
地
域
の
教
育

を
⽐
較
し
て
、
特

に
理
系
教
科
に
お

け
る
新
た
な
教
育

モ
デ
ル
を
創
造
し

実
践
で
き
る
資

質
・
能
⼒
を
養
成

す
る
。

⽇
本
語
教
育
⽀
援

領
域

［
人

材
像

］
外
国
語
と
し
て
⽇

本
語
を
教
え
る
た

め
に
必
要
な
⽇
本

語
・
⽇
本
⽂
化
に

対
す
る
専
⾨
的
知

識
と
実
践
的
な
教

育
⽅
法
を
学
ぶ
。

加
え
て
、
⺟
語
・

⺟
⽂
化
と
⽇
本

語
・
⽇
本
⽂
化
を

⽐
較
し
分
析
で
き

る
⼒
を
⾝
に
付
け
、

国
内
外
の
⽇
本
語

教
育
の
現
場
に
対

応
可
能
な
実
践
⼒

を
養
う
。

国
際
比
較
文
化
論

国
際
関
係
論

Ｊ
Ｓ
Ｌ
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の

理
論

と
実

践

課
題

研
究

Ⅱ

国
際

協
働

教
育

実
践

演
習

日
本
型
教
育
シ
ス
テ
ム
に

お
け
る
ＩＣ

Ｔ
活

用
の

方
法

日
本

型
教

育
シ
ス
テ
ム

の
諸

相

日
本

に
お
け
る
教

科
の

内
容

と
指

導
法

（
数

学
）

日
本

に
お
け
る
教

科
の

内
容

と
指

導
法

（
理

科
）

日
本
型
教
材
の
開
発
と

授
業
デ
ザ
イ
ン
（
数
学
）

日
本
型
教
材
の
開
発
と

授
業
デ
ザ
イ
ン
（
理
科
）

和
算
に
学
ぶ
日
本
型

数
学
教
育

生
涯

学
習

と
し
て
の

数
理

科
学

生
涯

学
習

と
し
て
の

情
報

科
学

生
涯

学
習

と
し
て
の

自
然

科
学

（
物

理
・
化

学
分
野

）

生
涯

学
習

と
し
て
の

自
然

科
学

（
生

命
・
地

学
分
野

）

数
学
科
教
材
論

理
科
教
材
論

数
理
科
学
教
育
特
論

情
報
科
学
教
育
特
論

自
然
科
学
教
育
特
論

（
物

理
・
化

学
分

野
）

自
然
科
学
教
育
特
論

（
生

命
・
地

学
分

野
）

数
理

科
学

教
育

特
論

演
習

情
報

科
学

教
育

特
論

演
習

自
然

科
学

教
育

特
論

演
習

（
物

理
・
化

学
分

野
）

自
然

科
学

教
育

特
論

演
習

（
生

命
・
地

学
分

野
）

日
本

語
教

育
の

理
論

と
実

践
社
会
言
語
学
特
論

日
本
語
構
造
論

外
国

語
と
日

本
語

の
対

照
研

究
Ⅰ

（
英

語
）

外
国

語
と
日

本
語

の
対

照
研

究
Ⅱ

（
中

国
語

）

外
国

語
と
日

本
語

の
対

照
研

究
Ⅲ

（
仏

語
）

外
国

語
と
日

本
語

の
対

照
研

究
Ⅳ

（
独

語
）

現
代
文
教
育
の

理
論

と
実

践

古
文

教
育

の
理

論
と
実

践

漢
文

教
育

の
理

論
と
実

践

現
代
社
会
教
育
の

理
論

と
実

践

歴
史

教
育

の
理

論
と
実

践

芸
術
文
化
教
育
の

理
論

と
実

践

音
楽
文
化
教
育
の

理
論

と
実

践

英
米
言
語
文
化
教
育
の

理
論

と
実

践

外
国
語
教
育
の

理
論

と
実

践

日
本
語
学
実
践
演
習

日
本
近
代
文
学
実
践
演
習

日
本
古
典
文
学
実
践
演
習

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
芸
術
文
化

実
践
演
習

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
言
語
文
化

実
践

演
習

Ａ
，
Ｂ

国
際
音
楽
文
化
実
践
演
習

日
中
近
代
言
語
文
化

実
践
演
習

日
中
古
典
言
語
文
化

実
践
演
習

国
際
知
識
文
化
実
践
演
習

国
際
現
代
社
会
文
化

実
践
演
習

国
際
歴
史
文
化
実
践
演
習

日
英
翻
訳
論
実
践
演
習

国
際
関
係
史
実
践
演
習

日
本

型
教

育
シ
ス
テ
ム
開

発
実
践
演
習

日
本
語
教
育
支
援
実
践
演
習

日
本

型
教
育
理
解

日
本

型
教
育
理
解

教
科

（
理
数
情
報
）
に
関
わ
る

知
識

と
実

践
力

教
育

専
門
理
解

教
育

専
門
理
解

日
本

語
教

育
の
専
門
的
知
識

日
本

語
・
多
言
語

分
析

力

教
科

に
関
わ
る
知
識
と

実
践

力

幅
広

い
多

文
化
理
解
力

自
然
言
語
処
理
実
践
演
習

専
攻

共
通
科
⽬

教
育

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
概
論

現
代

社
会

の
動

向
と

教
育

協
働

現
代
的
教
育
研
究
方
法
演
習

課
題
研
究
Ⅰ
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領
域

専
⾨
科
⽬

課
題
研
究

科
⽬

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

ベ
ー
ス
科
⽬

コ
ー
ス

共
通
科
⽬

１
回
⽣
前
期

教
育
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
コ
ー
ス

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
マ
ッ
プ

養
成

す
る
人
材

像
1回

⽣
後
期

2回
⽣
前
期

２
回
⽣
後
期

教 育 イ ノ ベ ー シ ョ ン

開 発 領 域

地 域 教 育 ・ 芸 術 ⽀ 援 ⼈

材 ⾼ 度 化 領 域

健 康 ・ 安 全 教 育

⾼ 度 化 領 域

教
育
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

開
発
領
域

［
人

材
像

］

学
習
支
援
特
論

教
育
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
と
デ
ー
タ

学
修
評
価
と
デ
ー
タ

メ
デ
ィ
ア
・
情
報
リ
テ
ラ
シ
ー

特
論

人
工
知
能
概
論

デ
ー
タ
分

析
の

た
め
の

プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ

デ
ー
タ
解

析
の

た
め
の

数
学

概
論

先
端
技
術
・
デ
ー
タ
活
用
演
習

先
端
技
術
の
教
育
展
開
と

教
育
デ
ー
タ
分
析
演
習

生
涯
学
習
推
進
行
政
の

動
向

生
涯

学
習

施
設

・
職

員
特

論

地
域
教
育
と
キ
ャ
リ
ア

形
成

地
域
教
育
実
践
演
習

識
字

・
成

人
基

礎
教

育
実
践
研
究

地
域
音
楽
教
育

支
援
研
究

地
域
美
術
教
育

支
援
研
究

美
術
教
育
支
援
力

高
度
化
演
習

地
域

・
学

校
に
お
け
る
健

康
科

学
教

育
の

理
論

と
方

法
Ⅰ
，
Ⅱ

，
Ⅲ

地
域

・
学

校
に
お
け
る
生

活
環
境

学
教

育
の

理
論

と
方

法
Ⅰ

，
Ⅱ

地
域

・
学

校
に
お
け
る
安

全
教
育

の
理

論
と
方

法
Ⅰ

，
Ⅱ

，
Ⅲ

健
康
科
学
の
課
題
解
決

の
た
め
の

実
践

研
究

Ⅰ
，
Ⅱ
，
Ⅲ

生
活
環
境
学
の
課
題
解
決

の
た
め
の

実
践

研
究

Ⅰ
，
Ⅱ

安
全
教
育
学
の
課
題
解
決

の
た
め
の

実
践

研
究

Ⅰ
，
Ⅱ
，
Ⅲ

地
域

・
学

校
に
お
け
る
ス
ポ
ー
ツ
実

践
の

理
論

と
方

法
Ⅰ

，
Ⅱ
，
Ⅲ

ス
ポ
ー
ツ
実

践
の

課
題

解
決

の
た
め

の
実

践
研

究
Ⅰ

，
Ⅱ

，
Ⅲ

課
題

研
究

Ⅱ
課
題
研
究
Ⅰ

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
演
習
A

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
演
習
B

IC
T等

企
業

人
履

修
モ
デ
ル

教
育

行
政

職
履

修
モ
デ
ル

実
践

演
習

実
践

演
習

音
楽

教
育

支
援

力
高

度
化

演
習

A
，
B
，
C
，
D
，
E
，
F
，
G

社
会

に
開

か
れ

た
教

育
課

程
の

実
践

研
究

先
端
技
術
分
野
の
企
業
⼈
と

教
育
委
員
会
⾏
政
職
の
社
会

⼈
を
中
⼼
に
受
⼊
れ
、
⾃
ら

が
有
す
る
知
識
・
技
能
、
経

験
と
異
分
野
の
知
⾒
を
組
み

合
わ
せ
、
教
育
課
題
を
エ
ビ

デ
ン
ス
ベ
ー
ス
に
よ
り
解
決

に
導
く
こ
と
の
で
き
る
⼈
材

や
、
教
育
現
場
の
最
適
化
に

向
け
た
提
案
が
で
き
る
⼈
材

を
養
成
す
る
。

地
域
教
育
・
芸
術
⽀
援

⼈
材
⾼
度
化
領
域

［
人

材
像

］

健
康
・
安
全
教
育
⾼
度

化
領
域

［
人

材
像

］

教
育
委
員
会
⾏
政
職
、
社

会
教
育
や
福
祉
、
芸
術
活

動
に
携
わ
る
職
業
⼈
を
中

⼼
に
受
⼊
れ
、
学
校
と
地

域
と
の
連
携
・
協
働
に
お

い
て
中
核
的
・
先
導
的
な

役
割
を
担
え
る
⼈
材
、
児

童
⽣
徒
に
⼀
流
の
芸
術
に

触
れ
る
機
会
を
提
供
し
、

豊
か
な
感
性
や
想
像
⼒
を

育
む
こ
と
が
で
き
る
⼈
材

を
養
成
す
る
。

医
療
や
保
健
分
野
、
ス

ポ
ー
ツ
な
ど
健
康
・
安
全

分
野
に
携
わ
る
専
⾨
職
⼈

材
を
中
⼼
に
受
⼊
れ
、
学

校
・
家
庭
・
地
域
の
健

康
・
安
全
の
向
上
や
課
題

解
決
の
中
核
的
・
先
導
的

役
割
を
担
え
る
⼈
材
、
児

童
⽣
徒
に
ス
ポ
ー
ツ
の
楽

し
さ
を
気
づ
か
せ
、
豊
か

な
⼈
間
性
・
社
会
性
を
育

む
こ
と
が
で
き
る
⼈
材
を

養
成
す
る
。

専
攻

共
通
科
⽬

教
育

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
概
論

現
代

社
会

の
動

向
と

教
育

協
働

現
代
的
教
育
研
究
方
法
演
習
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規程集｜国立大学法人　大阪教育大学

国立大学法人大阪教育大学職員就業規則

第１章　総則

（目的）

第１条　この就業規則（以下「規則」という。）は，労働基準法（昭和２２年法律第４

９号。以下「労基法」という。）第８９条第１項の規定により，国立大学法人大阪教

育大学（以下「大学」という。）に勤務する職員の労働条件，服務規律その他就業に

関して必要な事項を定めることを目的とする。

（適用範囲）

第２条　この規則は，大学に勤務する職員（以下「職員」という。）に適用する。ただ

し，次の各号に掲げる職員は除く。

(１) 国立大学法人大阪教育大学非常勤職員就業規則に定める職員

(２) 国立大学法人大阪教育大学短時間職員就業規則に定める職員

(３) 国立大学法人大阪教育大学非常勤講師等就業規則に定める職員

(４) 国立大学法人大阪教育大学有期雇用職員就業規則に定める職員

(５) 国立大学法人大阪教育大学再雇用職員就業規則に定める職員

(６) 国立大学法人大阪教育大学特任教員就業規則に定める職員

(７) 国立大学法人大阪教育大学特命職員就業規則に定める職員

（他の法令との関係）　

第３条　この規則に定めのない事項については，労基法，その他の関係法令及び諸規程

の定めるところによる。

（遵守遂行）

第４条　大学及び職員は，それぞれの立場でこの規則を誠実に遵守し，その実行に努め

なければならない。

第２章　人事

第１節　採用

（採用）

第５条　職員の採用は，競争試験又は選考により行うものとする。

（労働条件の明示）

第６条　学長は，採用しようとする職員に対し，あらかじめ，次の事項を記載した文書

を交付するものとする。

(１) 給与に関する事項

(２) 就業の場所及び従事する業務に関する事項

資料11
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(３) 労働契約の期間に関する事項

(４) 始業及び終業の時刻，所定勤務時間を超える労働の有無，休憩時間，休日並び

に休暇に関する事項

(５) 退職に関する事項

（提出書類）

第７条　職員に採用される者は，次の各号に掲げる書類を大学に提出しなければならな

い。ただし，国の機関，他の国立大学法人又はこれらに準ずる機関の職員から引き続

き大学の職員となった者については，第２号から第４号及び第６号に定める書類の提

出は要しないものとする。

(１) 誓約書

(２) 履歴書

(３) 学歴，資格に関する証明書

(４) 住民票記載事項の証明書又は在留カードの写し

(５) 個人番号カード表裏面の写し又は通知カードの写し及び当該通知カードに記載

された事項がその者に係るものであることを証するものとして行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行規則 （平成２６年内

閣府・総務省令第３号）で定める書類（ただし，対面で本人確認を行う場合は，

個人番号カード表裏面の写し又は通知カードの写しで足りる。）

(６) その他大学が必要と認める書類

２　職員は，前項の提出書類の記載事項に変更が生じたときは，その都度速やかに大学

に届け出なければならない。

（採用の取消）

第８条　次の場合には，採用を取り消すことがある。

(１) 前条の提出書類に不実記載があった場合

(２) 採用面接にあたり偽りの陳述がなされた場合

(３) 採用に必要な資格を取得できなかった場合

(４) その他採用できない事情が生じた場合

（試用期間）

第９条　職員として採用された者には，採用の日から６か月（附属学校教員にあっては

１年）の試用期間を設ける。ただし，学長が必要と認めたときは，試用期間を短縮又

は延長し，あるいは設けないことがある。

２　前項の規定にかかわらず，国，地方公共団体，他の国立大学法人又はこれらに準ず

る機関の職員から引き続き大学の職員となった者については，試用期間を設けない。

３　試用期間中に職務不適格，その他雇用の継続に支障があると判断される場合には，

解雇することがある。

４　試用期間は勤続年数に通算する。

（旧姓の使用）

第10条　職員は，旧姓をもってその業務を遂行する必要がある場合は，学長が認める事

項に限り旧姓を使用することができる。

第２節　評価
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（勤務評定）

第11条　職員の勤務成績については，評定を実施する。

第３節　昇任及び降任

（昇任）

第12条　職員の昇任は，総合的な能力の評価に基づき行う。

（降任）

第13条　職員が次の各号の一に該当する場合には，その意に反し降任することができ

る。

(１) 勤務実績がよくない場合

(２) 心身の故障のため職務の遂行に支障があり，又はこれに堪えない場合

(３) 組織の再編，統合又は縮小等の事由による場合

(４) その他必要な適格性を欠く場合

第４節　異動

（異動）

第14条　職員は，業務上の都合により配置換，併任又は出向（以下「異動」という。）

を命ぜられることがある。

２　異動を命ぜられた職員は，正当な理由がない限り拒むことができない。

３　配置換及び出向を命ぜられた職員は，保管中の備品，書類その他すべての物品を返

還しなければならない。

４　出向を命ぜられた職員の取扱いについては，国立大学法人大阪教育大学職員出向規

程による。

（赴任）

第15条　赴任の命令を受けた職員は，発令の日から，次に掲げる期間内に赴任しなけれ

ばならない。ただし，やむを得ない理由により定められた期間内に赴任できないとき

は，学長の承認を得なければならない。

(１) 住居の移転を伴わない赴任の場合　即日

(２) 住居の移転を伴う赴任の場合　７日以内

２　赴任のための旅費の支給については，国立大学法人大阪教育大学旅費規程による。

第５節　休職及び復職

（休職）

第16条　職員が次の各号のいずれかの事由に該当する場合は，休職とすることができ

る。

(１) 結核性疾患により引き続き１年以上勤務しない場合

(２) 非結核性疾患により引き続き９０日以上勤務しない場合

(３) 業務上の傷病又は通勤による傷病により引き続き１年以上勤務しない場合

(４) 刑事事件に関して起訴された場合

(５) 水難，火災その他の災害により生死不明又は所在不明となった場合
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(６)　職務に関連があると認められる学術上の調査又は研究（調査又は研究に関わる

指導を含む。）に従事する場合

(７)　その他大学が必要と認めた場合

２　試用期間中の職員については，前項の規定を適用しない。

（休職の期間）

第17条　前条第１項第１号から第３号に係る休職の期間については休養を要する程度に

応じ，同項第５号及び第６号に係る休職の期間については必要に応じ，それぞれ個々

の場合において３年を超えない範囲内で学長が定める。

２　休職の期間が３年に満たない場合においては，休職した日から引き続き３年を超え

ない範囲内で，これを更新することができる。

３　前条第１項第４号の休職の期間は，その事件が裁判所に係属する間とする。ただ

し，その係属期間が２年を超えるときは，２年とする。

４　前条第１項第１号から第３号に規定する勤務しないときの計算に当たっては，休日

を通算するものとし，当該各号の事由が消滅した職員が出勤後その日数が３０日に満

たない間に同一の事由により再び勤務しないこととなった場合には，前の勤務しない

期間を通算するものとする。

（休職の手続）

第18条　職員を休職にする場合には，事由を記載した説明書を交付して行うものとす

る。ただし，職員から同意書の提出があった場合にはこの限りでない。

（復職）

第19条　第１７条の休職の期間を満了するまでに休職事由が消滅したと認める場合に

は，復職を命ずる。ただし，第１６条第１項第１号から第３号の休職については，職

員が休職期間の満了までに復職を願い出て，医師の診断書等により休職事由が消滅し

たと認めた場合に限り，復職を命ずる。

２　休職の期間が満了したときは，当然復職するものとする。ただし，第１６条第１項

第１号から第３号の休職については，第１７条第２項の範囲内で休職の期間を更新

（一更新期間は原則２ヶ月とする。）するものとする。

（休職中の身分）

第20条　休職者は，職員としての身分を保有するが，職務に従事しない。

第６節　退職及び解雇

（退職）

第21条　職員は，次の各号の一に該当する場合は，当該各号に定める日をもって退職と

し，職員としての身分を失う。

(１)　退職届を提出した場合　学長が退職日と認めた日

(２)　定年に達した場合　定年に達した日以後に到来する最初の３月３１日

(３)　前号に規定する定年前に第２３条の２に定める早期退職制度に基づき退職を申

し出て認定された場合　認定された退職すべき期日

(４)　死亡した場合　死亡日

(５)　大学の役員に就任した場合　就任日の前日

(６)　公選による公職の候補者となった場合　立候補の届出を行った日
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（自己都合による退職手続）

第22条　職員は，自己の都合により退職しようとするときは，退職を予定する日の３０

日前までに，学長に退職届を提出しなければならない。

２　職員は，退職届を提出しても，退職するまでは従来の職務に従事しなければならな

い。

（定年）

第23条　職員の定年は，次の各号に定めるとおりとする。

(１) 職員のうち教授，准教授，講師，助教及び助手　満６５歳

(２) 前号以外の職員　満６０歳

（早期退職制度）　

第23条の２　早期退職制度に関し必要な事項は，国立大学法人大阪教育大学職員の早期

退職制度に関する細則による。

（再雇用）

第24条　第２１条第２号の規定により退職した者で，本人が希望し，解雇事由又は退職

事由に該当しない者であって，高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正

する法律（平成２４年法律第７８号）附則第３項に基づきなお効力を有することとさ

れる改正前の高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）第

９条第２項に基づく労使協定で定める基準（以下「基準」という。）のいずれにも該

当する者については，６５歳まで継続雇用し，基準のいずれかを満たさない者につい

ては，基準の適用年齢まで継続雇用する。

２　前項の場合において，次の表の左欄に掲げる期間における当該基準の適用について

は，同表の左欄に掲げる区分に応じ，それぞれ右欄に掲げる年齢以上の者を対象に行

うものとする。　

平成25年4月1日から平成28年3月31日まで 61歳

平成28年4月1日から平成31年3月31日まで 62歳

平成31年4月1日から令和4年3月31日まで 63歳

令和4年4月1日から令和7年3月31日まで 64歳

３　再雇用職員の就業に関する事項については，別に定める。

（当然解雇）

第25条　職員が禁錮以上の刑に処せられた場合は，解雇する。

（その他の解雇）

第26条　職員が次の各号の一に該当する場合には，解雇することができる。ただし，第

４６条第５号に定める懲戒解雇に該当するときは，同条の定めるところによる。

(１) 勤務実績が著しくよくない場合

(２) 心身の故障のため職務の遂行に著しく支障があり，又はこれに堪えない場合

(３) 第１６条第１項各号に掲げる事由により休職とした者について，第１７条に定

める休職の期間が満了したにもかかわらず，なお休職事由が消滅していない場合

(４) その他職務を遂行するために必要な資格又は適格性を欠く場合

(５) 経営上又は業務上やむを得ない事由による場合

大阪教育大学　－59

nmitani
ハイライト表示



（解雇制限）

第27条　前条の規定にかかわらず，次の各号の一に該当する期間は解雇しない。ただ

し，第１号の場合において療養開始後３年を経過しても負傷又は疾病がなおらず，労

基法第８１条の規定により打切補償を支払った場合，又は労働者災害補償保険法（昭

和２２年法律第５０号。以下「労災法」という。）に基づく傷病補償年金の給付がな

され，打切補償を支払ったものとみなされる場合，又は労基法第１９条第２項の規定

により行政官庁の除外認定を受けた場合は，この限りでない。

(１)　業務上の負傷又は疾病による療養のため休業する期間及びその後３０日間

(２)　労基法第６５条に規定する産前産後の休業期間及びその後３０日間

（解雇予告）

第28条　第２６条の規定により職員を解雇する場合は，少なくとも３０日前に本人に予

告をするか，又は平均賃金の３０日分以上の解雇予告手当を支払う。この場合，予告

の日数は平均賃金を支払った日数に応じて短縮する。ただし，試用期間中の職員（１

４日を超えて引き続き雇用された者を除く。）を解雇する場合，又は労基法第２０条

第３項の規定により行政官庁の認定を受けて第２５条に規定する当然解雇又は第４６

条第１項第５号に規定する懲戒解雇をしようとする場合は，この限りでない。

（退職者の責務）

第29条　退職又は解雇された者は，在職中に知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

２　退職又は解雇された者は，保管中の備品，書類その他すべての物品を速やかに返還

しなければならない。

（退職証明書）

第30条　退職又は解雇された者が退職証明書の交付を請求した場合は，遅滞なくこれを

交付する。

２　前項の証明書に記載する事項は次のとおりとする。

(１)　雇用期間

(２)　業務の種類

(３)　その事業における地位

(４)　給与

(５)　退職の事由（解雇の場合は，その理由）

３　証明書には前項の事項のうち，退職又は解雇された者が請求した事項のみを証明す

るものとする。

第３章　勤務時間，休日及び休暇等

（勤務時間，休日及び休暇等）

第31条　職員の勤務時間，休日及び休暇等については，国立大学法人大阪教育大学職員

の勤務時間，休日及び休暇等に関する規程による。

第４章　給与等

（給与）

第32条　職員の給与については，国立大学法人大阪教育大学職員給与規程（以下「給与

規程」という。）による。
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２　前項の規定にかかわらず，大学教員の給与については，国立大学法人大阪教育大学

特定年俸制教員給与規程（以下「特定年俸制教員給与規程」という。）による。　

（退職手当）

第33条　職員の退職手当については，国立大学法人大阪教育大学職員退職手当規程（以

下「退職手当規程」という。）による。ただし，年俸制教員給与規程の適用を受ける

職員には退職手当規程は適用しない。

２　前項の規定にかかわらず，退職手当規程を適用するものとした場合の勤続期間の中

に，給与規程又は特定年俸制教員給与規程（これらに相当する他の国立大学法人等の

規程等を含む。）の適用を受ける期間があり，かつ年俸制教員給与規程（これに相当

する他の国立大学法人等の規程等を含む。）の適用を受ける期間がある職員の退職手

当については，別に定める。　

第５章　服務

（誠実義務）

第34条　職員は，学長の指示命令を守り，職務上の責任を自覚し，誠実かつ公正に自己

の職務に精励するとともに，大学の秩序の維持に努めなければならない。

（職場規律）

第35条　職員は，その職務を遂行するにあたって，法令及び諸規程を遵守するととも

に，所属長の指示に従い，大学の秩序を保持し，互いに協力しなければならない。

（職務専念義務）

第36条　職員は，国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）に定める大学の使命と

業務の公共性を自覚し，誠実かつ公正に職務を遂行するとともに，その職務に専念し

なければならない。

２　職員は，大学の利益と相反する行為を行ってはならない。

（職務専念義務免除期間）

第37条　職員は，次の各号の一の事由に該当する場合には，職務専念義務を免除され

る。

(１)　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和４

７年法律第１１３号。以下「均等法」という。）第１２条の規定に基づき，妊娠

中の職員及び産後１年を経過しない職員（以下「妊産婦である職員」という。）

が母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）に規定する保健指導又は健康診査を

受けるため勤務しないことを承認された期間

(２)　均等法第１３条の規定に基づき，妊娠中の職員の業務が母体又は胎児の健康保

持に影響があると認められる場合に，適宜休息し，又は補食するために勤務しな

いことを承認された期間

(３)　均等法第１３条の規定に基づき，妊娠中の職員が利用する交通機関の混雑の程

度が母体の健康維持に重大な支障を与える程度に及ぶ場合に，通勤緩和のため正

規の勤務時間等の始め，又は終わりにおいて勤務しないことを承認された期間

(４)　勤務時間内に総合的な健康診査及び労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７

号。以下「安衛法」という。）に基づく心理的な負担の程度を把握するための検

査の結果に基づく面接指導を受けることを承認された期間
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(５)　勤務時間内に組合交渉に参加することを承認された期間

(６)　第５７条の規定により，就業禁止を命ぜられた期間

(７)　勤務時間内に教員免許状更新講習を受講することを承認された期間

（遵守事項）

第38条　職員は，次に掲げる行為をしてはならない。

(１)　みだりに勤務を欠くこと。

(２)　職務の内外を問わず，大学の信用を傷つけ，その利益を害し，又は職員全体の

不名誉となるような行為をすること。

(３)　職務上知ることのできた秘密を他に漏らすこと。

(４)　職務上知ることのできた個人情報を正当な理由なく他に漏らし，又は漏らそう

とすること。

(５)　大学の政治的中立性を損なうような政治的活動をすること。

(６)　常に公私の別を明らかにし，その職務や地位を私的利用のために用いること。

(７)　大学の敷地及び施設内で，大学の秩序・風紀又は規律を乱す行為をすること。

(８)　学長の許可なく，大学の敷地及び施設内で営利を目的とする金品の貸借をし，

物品の売買等を行うこと。

（職員の倫理）

第39条　職員の職務に係る倫理については，国立大学法人大阪教育大学役職員倫理規程

による。

（セクシュアル・ハラスメント等に関する措置）

第40条　セクシュアル・ハラスメント等人権侵害に関する措置は，大阪教育大学人権侵

害防止等に関する規程による。

（入校禁止又は退去）

第41条　職員が次の各号の一に該当する場合は，入校を禁止し，又は退去させることが

ある。

(１)　職場の風紀秩序を乱し，又はそのおそれのある場合

(２)　火器，凶器等の危険物を所持している場合

(３)　衛生上有害と認められる場合

(４)　その他前各号に準じ就業に不都合と認められる場合

２　前項の規定により入校を禁止した場合，又は所定の終業時刻前に退去させた場合は

欠勤として取り扱い，給与は支給しない。

（兼業の制限）

第42条　職員は，学長の許可を受けた場合でなければ，事業を営み，又は職務以外の業

務に従事してはならない。

２　前項の許可に関し必要な事項は，国立大学法人大阪教育大学兼業規程による。

第６章　職員研修

（職員研修）

第43条　職員は，業務に関する必要な知識及び技能を向上させるため，研修に参加する

ことを命ぜられた場合には，研修を受けなければならない。

２　学長は，職員に必要な研修機会の提供に努めるものとする。
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３　職員の研修に関し必要な事項は，国立大学法人大阪教育大学職員研修規程による。

第７章　賞罰

（表彰）

第44条　学長は，次の各号の一に該当すると認める職員を表彰する。

(１) 業務成績の向上に多大の功労があった者

(２) 業務上有益な発明又は顕著な改良をした者

(３) 災害又は事故の際，特別の功労があった者

(４) 業務上の犯罪を未然に防ぐ等その功労が顕著であった者

(５) 永年勤続し，国立大学法人大阪教育大学永年勤続者表彰規程に該当する者

(６) その他特に他の職員の模範として推奨すべき実績があった者

（表彰の方法）

第45条　表彰は，賞状を授与して行い，副賞を添えることがある。

（懲戒）

第46条　学長は，職員が次条の各号の一に該当する場合は，これに対し次の各号の区分

に応じ懲戒する。

(１) 戒告　始末書を提出させて，将来を戒める。

(２) 減給　始末書を提出させるほか，１回の額が平均賃金の１日分の半額，かつ総

額が給与支払期における給与の１０分の１を上限として給与を減額する。

(３) 停職　始末書を提出させるほか，３月以下の期間を定めて出勤を停止し職務に

従事させず，その間の給与は支給しない。

(４) 諭旨解雇　退職届の提出を勧告し，解雇する。ただし，これに応じない場合は

懲戒解雇する。

(５) 懲戒解雇　即時に解雇する。

２　職員の懲戒に関し必要な事項は，国立大学法人大阪教育大学職員懲戒規程による。

（懲戒の事由）

第47条　学長は，次の各号の一に該当する場合は，所定の手続きの上，懲戒処分を行

う。

(１) この規則又はこの規則に基づいて定められる諸規程に違反した場合

(２) 業務上の義務に違反し，又はこれを怠った場合

(３) 正当な理由なくしばしば欠勤，遅刻，早退するなど勤務を怠った場合

(４) 故意又は重大な過失により大学に損害を与えた場合

(５) 窃盗，横領，傷害等の刑法犯に該当する行為があった場合

(６) 大学の名誉若しくは信用を著しく傷つけた場合

(７) 素行不良で大学の秩序又は風紀を乱した場合

(８) 重大な経歴詐称をした場合

(９) その他前各号に準ずる行為があった場合

（訓告等）

第48条　前条に規定する場合のほか，服務を厳正にし，規律を保持する必要があるとき

は，訓告，厳重注意又は注意を文書等により行う。

（損害賠償）
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第49条　職員が故意又は重大な過失によって大学に損害を与えた場合は，第４６条又は

第４８条の規定による懲戒処分等を行うほか，その損害の全部又は一部を賠償させる

ものとする。

第８章　安全衛生

（協力義務）

第50条　職員は，安全，衛生及び健康確保について，安衛法及びその他の関係法令のほ

か，所属長の指示を守るとともに，大学が行う安全，衛生に関する措置に協力しなけ

ればならない。

（安全・衛生管理）

第51条　学長は，職員の健康増進と危険防止のために必要な措置をとらなければならな

い。

（安全・衛生教育）

第52条　職員は，大学が行う安全，衛生に関する教育，訓練を受けなければならない。

（非常災害時の措置）

第53条　職員は，火災その他非常災害の発生を発見し，又はその発生のおそれがあるこ

とを知ったときは，緊急の措置をとるとともに直ちに所属長に連絡して，その指示に

従い，被害を最小限にくいとめるように努力しなければならない。

（安全及び衛生に関する遵守事項）

第54条　職員は，次の事項を守らなければならない。

(１)　安全及び衛生について所属長の命令，指示等を守り，実行すること。

(２)　常に職場の整理，整頓，清潔に努め，災害防止と衛生の向上に努めること。

(３)　安全衛生装置，消火設備，衛生設備，その他危険防止等のための諸設備を許可

なく操作したり，当該施設には立ち入らないこと。

(４)　運転中の機械の取扱いには特に注意すること。

(５)　喫煙は所定の場所で行い，吸殻等の始末を完全にすること。

(６)　保護具，安全具等の使用が定められているときは，必ずこれを使用し，その効

力を失わせるような行為をしないこと。　

（健康診断等）

第55条　職員の健康診断は，採用時及び毎年１回定期的にこれを行うほか，必要に応じ

て，全部又は一部の職員を対象に，臨時の健康診断を行う。

２　前項の健康診断のほか，法令で定められた有害業務等に従事する職員に対しては，

特別の項目について健康診断を行う。

３　所属長は，必要と認めたときは，職員に対して健康管理に関する指示（１名以上の

専門医への受診命令及び当該診断書の提出命令を含む。）を行う。

４　安衛法に基づく職員の心理的な負担の程度を把握するための検査は，毎年１回定期

的にこれを行う。　

５　前四項の健康診断等の結果に基づいて必要と認める場合には，職員の就業を禁止

し，勤務時間を制限する等，当該職員の健康保持に必要な措置を講じる。

６　職員は，正当な事由なしに，第１項及び第２項の健康診断及び前項の措置を拒んで

はならない。
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（伝染病の届出）

第56条　職員は，自己又は同居者若しくは近隣の者が伝染病にかかったときは，直ちに

その旨を所属長に届け出て，その指示を受けなければならない。

（就業の禁止）

第57条　職員が次の各号の一に該当する場合は，就業を禁止することがある。

(１)　伝染のおそれのある病人，保菌者及び保菌のおそれのある者

(２)　労働のため病勢が悪化するおそれのある者

(３)　前二号に準ずる者

第９章　災害補償

（業務災害）

第58条　職員の業務上の災害の補償については，労基法及び労災法の定めるところによ

るほか，国立大学法人大阪教育大学災害補償規程(以下「災害補償規程」という。)に

よる。

（通勤災害）

第59条　職員の通勤途上における災害の補償については，労災法の定めるところによる

ほか，災害補償規程による。

第10章　共済

（共済）

第60条　職員の共済については，国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）

及び国家公務員共済組合法の長期給付に関する施行法（昭和３３年法律第１２９号）

の定めるところによる。

第11章　妊産婦及び母性の保護

（妊産婦である職員の就業制限等）

第61条　妊産婦である職員を，妊娠，出産，哺育等に有害な業務に就かせないものとす

る。

２　妊産婦である職員が請求した場合には，午後１０時から午前５時までの間における

勤務，又は所定の勤務時間以外の勤務をさせないものとする。

（妊産婦である職員の健康診査）

第62条　妊産婦である職員が請求した場合には，その者が母子保健法（昭和４０年法律

第１４１号）第１０条に規定する保健指導又は同法第１３条に規定する健康診査を受

けるために勤務しないことを承認するものとする。

（妊産婦である職員の業務軽減等）

第63条　妊産婦である職員が請求した場合には，その者の業務を軽減し，又は他の軽易

な業務に就かせるものとする。

２　妊娠中の職員が請求した場合において，その者の業務が母体又は胎児の健康保持に

影響があると認めるときは，当該職員が適宜休息し，又は補食するために必要な時

間，勤務をしないことを承認するものとする。
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３　妊娠中の職員が請求した場合には，その者が通勤に利用する交通機関の混雑の程度

が母体又は胎児の健康保持に影響があると認めるときは，所定の勤務時間の始め又は

終わりにおいて，１日を通じて原則として１時間を超えない範囲で勤務しないことを

承認するものとする。

（生理日の就業が著しく困難な職員に対する措置）

第64条　生理日の就業が著しく困難な職員が請求した場合には，その者を生理日に勤務

させないものとする。

第12章　出張

（出張）

第65条　職員が出張する場合は，所属長に申請し，承認を得なければならない。

２　職員が出張を終えたときは，速やかに所属長に報告しなければならない。

（旅費）

第66条　前条の出張に要する旅費については，国立大学法人大阪教育大学旅費規程によ

る。

第13章　福利・厚生

（宿舎利用基準）

第67条　職員の宿舎の利用については，国立大学法人大阪教育大学宿舎規程による。

第14章　職務発明

（職務発明）

第68条　職員が職務発明を行い，大学がその職務発明に係る権利を承継した場合には，

大阪教育大学職務発明規程に基づき補償金を支給することができるとともに，その発

明が特に顕著なものであったときは，これを表彰する。

第15章　特定個人情報並びに個人情報

（特定個人情報並びに個人情報）　　

第69条　職員は，大学及び取引先等に関する情報の管理に十分注意を払うとともに，自

らの業務に関係のない特定個人情報及びに個人情報（以下「特定個人情報等」とい

う。）を不当に取得してはならない。

２　職員は，職務上知り得た特定個人情報等を，職務の範囲を超えて学内外を問わず利

用し，若しくは他人に提示し，又は提供してはならない。

３　職員は，配置換等の異動あるいは退職するに際して，自らが管理していた大学並び

に取引先等に関するデータ並びに情報書類等を速やかに返却しなければならない。

４　職員は，行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号），独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律

（平成１３年法律第１４０号）及びその他の関係法令並びにガイドラインで定められ

た規定に従い，厳格に特定個人情報等を取り扱うものとする。

５　この規則に定めるもののほか，特定個人情報の取扱いに関することは別に定める。

第16章　不利益取扱いの禁止
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（不利益取扱いの禁止）

第70条　大学は，次の各号に掲げる場合において，そのことを理由として，解雇その他

いかなる不利益取扱いも行ってはならない。

(１)　職員が公益通報した場合

(２)　障がいのある職員が職場における合理的配慮に関し相談をした場合

附　則

１　この規則は，平成１６年４月１日から施行する。

２　第２３条の規定にかかわらず，当分の間，守衛，巡視等の監視，警備等の業務に従

事する者及び用務員，労務作業員等の業務又は労務に従事する者の定年は，満６３歳

とする。

附　則

　この規則は，平成１６年１０月１日から施行する。

附　則

　この規則は，平成１７年４月１日から施行する。

附　則

　この規則は，平成１７年７月１日から施行する。

附　則

　この規則は，平成１８年４月１日から施行する。

附　則

　この規則は，平成１９年３月１日から施行する。

附　則

　この規則は，平成１９年４月１日から施行する。

附　則

　この規則は，平成２０年１月１日から施行し，平成２１年４月１日から適用する。

附　則

　この規則は，平成２１年４月１日から施行する。

附　則

　この規則は，平成２３年４月１日から施行する。

附　則　
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　この規則は，平成２４年４月１日から施行する。

附　則　

　この規則は，平成２４年７月９日から施行する。

附　則　　　　　　

　この規則は，平成２５年４月１日から施行する。

附　則　

　この規則は，平成２７年１月１日から施行し，平成２７年４月１日から適用する。

附　則　

　この規則は，平成２８年３月１日から施行する。ただし，改正後の第２１条，第２３

条の２及び第７０条第２号の規定は，平成２８年４月１日から適用する。

附　則　

１　この規則は，令和２年４月１日から施行する。　　

２　第３２条第２項の規定にかかわらず，この規程の施行日の前日に，給与規程又は年

俸制教員給与規程の適用を受けていた職員（以下「給与規程等適用大学教員」とい

う。）は，原則として，施行日以降も同様の扱いとする。ただし，次の各号に掲げる

者は，この限りではない。

　(１)　給与規程等適用大学教員で，令和２年４月１日以降に昇任する者

　(２)　給与規程等適用大学教員で，特定年俸制教員給与規程が適用されることを自ら

希望する者

　(３)　その他学長が必要と認めた者
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規程集｜国立大学法人　大阪教育大学

国立大学法人大阪教育大学特任教員就業規則

第１章　総則

（目的）

第１条　この規則は，国立大学法人大阪教育大学職員就業規則（以下「職員就業規則」

という。）第２条により，国立大学法人大阪教育大学（以下「大学」という。）に特

に必要と認める業務に従事させる目的で任用する教員（以下「特任教員」という。）

の労働条件，服務規律その他就業に関して必要な事項を定めることを目的とする。

（定義等）

第２条　特任教員の職務は，次の各号に区分し，その定義は，それぞれ当該各号に定め

るところによる。　

(１) Ⅰ種　学長の求めに応じ，本学の教育・研究・社会貢献・管理運営に参画する

職務

(２) Ⅱ種　授業，研究指導，学位論文審査，研究活動，入試関係業務及び教員免許

状更新講習業務を行うとともに，教育課程の編成その他関連組織の運営について

責任を担う職務

(３) Ⅲ種　本学を定年により退職した者が，授業，研究指導，学位論文審査，研究

活動，入試関係業務及び教員免許状更新講習業務を行うとともに，教育課程の編

成その他関連組織の運営について責任を担う職務

(４) Ⅳ種　本学を定年により退職した者が，在職時と同様の授業，実習指導及び卒

業論文指導（卒業研究指導を含む。）を行う職務

２　特任教員の勤務形態は，次の各号に区分し，その定義は，それぞれ当該各号に定め

るところによる。

(１) 専任型　１週間当たりの勤務時間が３５時間のもの（Ⅰ種，Ⅱ種及びⅢ種の職

務に限る。）

(２) 非常勤型　１週間当たりの勤務時間が２０時間未満のもの（Ⅳ種の職務に限

る。）

３　特任教員の職の名称は，特任教授，特任准教授，特任講師及び特任助教とする。

（労働契約の期間）

第３条　特任教員の労働契約の期間は，個々の特任教員ごとに定める。

（労働契約の更新）

第４条　前条に規定する労働契約の期間及びこの項の規定により更新された労働契約の

期間は，これを更新することがある。ただし，雇用の通算期間は，更新期間を含め３

年（当該職員が本学と二以上の有期労働契約（契約期間の始期の到来前のものを除
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く。）を締結している場合は，その契約期間を通算した期間（以下「通算契約期間」

という。）（この規則，国立大学法人大阪教育大学有期雇用職員就業規則及び国立大

学法人大阪教育大学特命職員就業規則の適用を受ける職員（以下「専任型職員」とい

う。）である期間に限る)）を超えないものとする。

２　学長が特に必要と認めた場合は，前項に定める「３年」とあるのは「５年」と読み

替えて適用する。　

３　通算契約期間が５年を超えることとなる特任教員が，学長に対し，現に締結してい

る有期労働契約の契約期間が満了する日までの間に，当該満了する日の翌日から労務

が提供される無期労働契約の締結の申込みをしたときは，学長は当該申込みを承諾し

たものとみなす。この場合において，無期労働契約に転換した特任教員の労働条件

は，原則として現に締結している有期労働契約の内容である労働条件と同一の労働条

件（契約期間を除く。）とする。　

４　前項の規定にかかわらず，専任型職員以外の職員から引き続き特任教員となった者

が無期労働契約の締結の申込をしたときは，無期労働契約転換後の労働条件は，原則

として専任型職員となる前の労働条件と同一の労働条件（契約期間を除く）とす

る。　

５　労働契約期間の計算においては，職員との間で締結された一の有期労働契約の契約

が満了した日と当該職員との間で締結されたその次の有期労働契約の契約期間の初日

との間にこれらの契約期間のいずれにも含まれない期間（これらの契約期間が連続す

ると認められるものとして労働契約法第１８条第１項の通算契約期間に関する基準を

定める省令（平成２４年厚生労働省令第１４８号。以下「厚生労働省令」という。）

で定める基準に該当する場合の当該いずれにも含まれない期間を除く。以下この項に

おいて「空白期間」という。）があり，当該空白期間が６月（当該空白期間の直前に

満了した一の有期労働契約期間（当該一の有期労働を含む二以上の有期労働契約を通

算した期間。）が１年に満たない場合にあっては，当該一の有期労働契約の契約期間

に２分の１を乗じて得た期間を基礎として厚生労働省令で定める期間）以上であると

きは，当該空白期間前に満了した有期労働契約の契約期間は，通算契約期間の計算に

は参入しない。

６　第１項から第３項の規定にかかわらず，科学技術・イノベーション創出の活性化に

関する法律（平成２０年法律第６３号）第１５条の２第１項に該当する特任教員にあ

っては，第１項に定める「３年」及び第３項に定める「５年」とあるのは「１０年」

と読み替えて適用する。ただし，特任教員としての労働契約の期間は，更新期間を含

めなお５年を超えないものとする。　

７　前項の場合において，本学に在学している間に，本学との間で有期労働契約を締結

していた場合は，当該期間は通算契約期間の計算には参入しない。　

８　特任教員の年齢が満７０歳に達した日以降に到来する最初の３月３１日を超えると

きは，労働契約を更新しない。　

（他の法令との関係）
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第５条　この規則に定めのない事項については，労働基準法（昭和２２年法律第４９

号。以下「労基法」という。），その他の関係法令及び諸規程の定めるところによ

る。

（遵守遂行）

第６条　大学及び特任教員は，それぞれの立場でこの規則を誠実に遵守し，その実行に

努めなければならない。

第２章　人事

第１節　採用

（採用）

第７条　特任教員の採用は，選考に基づき行うものとする。

２　特任教員については，試用期間を設けないものとする。

（契約書）

第８条　学長は，採用又は契約を更新しようとする場合には，あらかじめ，次の事項を

記載した契約書を交わして行うものとする。

(１) 給与に関する事項

(２) 就業の場所及び従事する業務に関する事項

(３) 労働契約の期間に関する事項

(４) 始業及び終業の時刻，所定勤務時間を超える労働の有無，休憩時間，休日並び

に休暇に関する事項

(５) 退職に関する事項

(６) 昇給の有無，退職手当の有無及び賞与の有無に関する事項

（提出書類）

第９条　特任教員に採用される者（本学を退職した者が引き続き採用される場合を除

く。）は，次の各号に掲げる書類を大学に提出しなければならない。

(１) 誓約書

(２) 履歴書

(３) 学歴，資格に関する証明書

(４) 住民票記載事項の証明書又は在留カードの写し

(５) 個人番号カード表裏面の写し又は通知カードの写し及び当該通知カードに記載

された事項がその者に係るものであることを証するものとして行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行規則（平成２６年内

閣府・総務省令第３号）で定める書類（ただし，対面で本人確認を行う場合は，

個人番号カード表裏面の写し又は通知カードの写しで足りる。）

(６) その他大学が必要と認める書類

２　特任教員は，前項の提出書類の記載事項に変更が生じたときは，その都度速やかに

大学に届け出なければならない。

（採用又は更新の取消）

第10条　次の場合には，採用又は更新を取り消すことがある。

(１) 前条の提出書類に不実記載があった場合
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(２)　採用面接にあたり偽りの陳述がなされた場合

(３)　採用に必要な資格を取得できなかった場合

(４)　その他採用できない事情が生じた場合

（旧姓の使用）

第11条　特任教員は，旧姓をもってその業務を遂行する必要がある場合は，学長が認め

る事項に限り旧姓を使用することができる。

第２節　異動

（赴任）

第12条　赴任の命令を受けた特任教員（本学を退職した者が引き続き採用される場合を

除く。）は，発令の日から，次に掲げる期間内に赴任しなければならない。ただし，

やむを得ない理由により定められた期間内に赴任できないときは，学長の承認を得な

ければならない。

(１)　住居の移転を伴わない赴任の場合　即日

(２)　住居の移転を伴う赴任の場合　７日以内

２　赴任のための旅費の支給については，国立大学法人大阪教育大学旅費規程（以下

「旅費規程」という。）による。

第３節　退職及び解雇

（退職）

第13条　特任教員は，次の各号の一に該当する場合は，当該各号に定める日をもって退

職とし，特任教員としての身分を失う。　

(１)　労働契約の期間が満了した場合　満了日

(２)　退職届を提出した場合　学長が退職日と認めた日

(３)　死亡した場合　死亡日

(４)　公選による公職の候補者となった場合　立候補の届出を行った日

（自己都合による退職手続）

第14条　特任教員は，自己の都合により労働契約の期間の満了を待たずに退職しようと

するときは，退職を予定する日の３０日前までに，学長に退職届を提出しなければな

らない。

２　特任教員は，退職届を提出しても，退職するまでは従来の職務に従事しなければな

らない。

（定年）

第15条　削除

（当然解雇）

第16条　特任教員が禁錮以上の刑に処せられた場合は，解雇する。

（その他の解雇）

第17条　特任教員が次の各号の一に該当する場合には，解雇することができる。ただ

し，第３８条第１項第５号に定める懲戒解雇に該当するときは，同条の定めるところ

による。

(１)　勤務実績が著しくよくない場合
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(２)　心身の故障のため職務の遂行に著しく支障があり，又はこれに堪えない場合

(３)　その他職務を遂行するために必要な資格又は適格性を欠く場合

(４)　経営上又は業務上やむを得ない事由による場合

（解雇制限）

第18条　前条の規定にかかわらず，次の各号の一に該当する期間は解雇しない。

(１)　業務上の負傷又は疾病による療養のため休業する期間及びその後３０日間

(２)　労基法第６５条に規定する産前産後の休業期間及びその後３０日間

（解雇予告）

第19条　第１７条の規定により解雇する場合は，少なくとも３０日前に本人に予告をす

るか，又は平均賃金の３０日分以上の解雇予告手当を支払う。この場合，予告の日数

は平均賃金を支払った日数に応じて短縮する。ただし，労基法第２０条第３項の規定

により行政官庁の認定を受けて第１６条に規定する当然解雇又は第３８条第１項第５

号に規定する懲戒解雇をしようとする場合は，この限りでない。

（退職者の責務）

第20条　退職又は解雇された者は，在職中に知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

２　退職又は解雇された者は，保管中の備品，書類その他すべての物品を速やかに返還

しなければならない。

（退職証明書）

第21条　退職又は解雇された者が，退職証明書の交付を請求した場合は，遅滞なくこれ

を交付する。

２　前項の証明書に記載する事項は次のとおりとする。

(１)　雇用期間

(２)　業務の種類

(３)　その事業における地位

(４)　給与

(５)　退職の事由（解雇の場合は，その理由）

３　証明書には前項の事項のうち，退職又は解雇された者が請求した事項のみを証明す

るものとする。

第３章　勤務時間，休日及び休暇等

（勤務時間）

第22条　専任型の特任教員の勤務時間については，国立大学法人大阪教育大学職員の勤

務時間，休日及び休暇等に関する規程（以下「勤務時間等規程」という。）第３条か

ら第１０条の２，第１３条から第１４条及び第１６条の規定を準用する。ただし，次

の表の左欄に掲げる規定中，同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。

読み替えられる規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第３条第１項及び第４項 ７時間４５分 ７時間

第３条第２項第１号 午前８時３０分 午前９時１５分

第１４条第１項 ３８時間４５分 ３５時間
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２　非常勤型の特任教員の所定勤務時間については，１週間につき２０時間未満とし，

始業及び終業の時刻並びに休憩時間を各人ごとに定め，国立大学法人大阪教育大学非

常勤職員就業規則（以下「非常勤職員就業規則」という。）第２０条第２項から第２

６条までの規定を準用する。

（休日）

第23条　専任型の特任教員の休日については，勤務時間等規程第１１条から第１２条の

規定を準用する。

２　非常勤型の特任教員の休日については，非常勤職員就業規則第２７条から第２８条

の規定を準用する。

（休暇）

第24条　専任型の特任教員の休暇については，勤務時間等規程第１７条から第２７条ま

でを準用する。

２　非常勤型の特任教員の休暇については，非常勤職員就業規則第２９条から第３６条

までを準用する。

第４章　給与

（給与）

第25条　特任教員の給与については，国立大学法人大阪教育大学特任教員及び特命職員

給与規程による。

第５章　服務

（誠実義務）

第26条　特任教員は，学長の指示命令を守り，職務上の責任を自覚し，誠実かつ公正に

自己の職務に精励するとともに，大学の秩序の維持に努めなければならない。

（職場規律）

第27条　特任教員は，その職務を遂行するにあたって，法令及び諸規程を遵守するとと

もに，所属長の指示に従い，大学の秩序を保持し，互いに協力しなければならない。

（職務専念義務）

第28条　特任教員は，国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）に定める大学の使

命と業務の公共性を自覚し，誠実かつ公正に職務を遂行するとともに，その職務に専

念しなければならない。

２　特任教員は，大学の利益と相反する行為を行ってはならない。

（職務専念義務免除期間）

第29条　専任型の特任教員は，次の各号の一の事由に該当する場合には，職務専念義務

を免除される。

(１) 第４９条の規定により，就業禁止を命ぜられた期間

(２) 職員就業規則第３７条第１号から第５号及び第７号に規定する場合

（遵守事項）

第30条　特任教員は，次に掲げる行為をしてはならない。

(１) みだりに勤務を欠くこと。
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(２)　職務の内外を問わず，大学の信用を傷つけ，その利益を害し，又は職員全体の

不名誉となるような行為をすること。

(３)　職務上知ることのできた秘密を他に漏らすこと。

(４)　職務上知ることのできた個人情報を正当な理由なく他に漏らし，又は漏らそう

とすること。

(５)　大学の政治的中立性を損なうような政治的活動をすること。

(６)　常に公私の別を明らかにし，その職務や地位を私的利用のために用いること。

(７)　大学の敷地及び施設内で，大学の秩序・風紀又は規律を乱す行為をすること。

(８)　学長の許可なく，大学の敷地及び施設内で営利を目的とする金品の貸借をし，

物品の売買等を行うこと。

（職員の倫理）

第31条　特任教員の職務に係る倫理については，国立大学法人大阪教育大学役職員倫理

規程を準用する。

（セクシュアル・ハラスメント等に関する措置）

第32条　特任教員のセクシュアル・ハラスメント等人権侵害に関する措置は，大阪教育

大学人権侵害防止等に関する規程を準用する。

（入校禁止又は退去）

第33条　特任教員が，次の各号の一に該当する場合は，入校を禁止し，又は退去させる

ことがある。

(１)　職場の風紀秩序を乱し，又はそのおそれのある場合

(２)　火器，凶器等の危険物を所持している場合

(３)　衛生上有害と認められる場合

(４)　その他前各号に準じ就業に不都合と認められる場合

２　専任型の特任教員に対して，前項の規定により入校を禁止したとき，又は所定の終

業時刻前に退去させた場合は欠勤として取り扱うものとし，給与を支払わない。

（兼業）

第34条　特任教員の兼業に関し必要な事項は，国立大学法人大阪教育大学兼業規程（以

下「兼業規程」という。）による許可を得ることとする。ただし，第２条第１号及び

第４号に該当する者が兼業を行う場合は，本学の円滑な運営並びに本学での業務に支

障がない範囲で兼業規程による許可を必要とせず，事前に学長に所定の様式により届

けることにより足りるものとする。

第６章　職員研修

（職員研修）

第35条　特任教員は，業務に関する必要な知識及び技能を向上させるため，研修に参加

することを命ぜられた場合には，研修を受けなければならない。

２　特任教員の研修に関し必要な事項は，国立大学法人大阪教育大学職員研修規程を準

用する。

第７章　賞罰

（表彰）
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第36条　学長は，次の各号の一に該当する（本学を退職した者が引き続き採用された場

合で特任教員となる前の職員であった期間のものを含む。）と認める特任教員を表彰

する。

(１)　業務成績の向上に多大の功労があった者

(２)　業務上有益な発明又は顕著な改良をした者

(３)　災害又は事故の際，特別の功労があった者

(４)　業務上の犯罪を未然に防ぐ等その功労が顕著であった者

(５)　その他特に他の職員の模範として推奨すべき実績があった者

（表彰の方法）

第37条　表彰は，賞状を授与して行い，副賞を添えることがある。

（懲戒）

第38条　学長は，特任教員が次条の各号の一に該当する場合は，これに対し次の各号の

区分に応じ懲戒する。

(１)　戒告　始末書を提出させて，将来を戒める。

(２)　減給　始末書を提出させるほか，１回の額が平均賃金の１日分の半額，かつ総

額が一給与支払期における給与の１０分の１を上限として給与を減額する。

(３)　停職　始末書を提出させるほか，３月以下の期間を定めて出勤を停止し職務に

従事させず，その間の給与は支給しない。

(４)　諭旨解雇　退職願の提出を勧告し，解雇する。ただし，これに応じない場合は

懲戒解雇する。

(５)　懲戒解雇　即時に解雇する。

２　特任教員の懲戒については，国立大学法人大阪教育大学職員懲戒規程を準用する。

（懲戒の事由）

第39条　学長は，次の各号の一に該当する場合（本学を退職した者が引き続き採用され

た場合で特任教員となる前の職員であった期間の事由を含む。）は，所定の手続きの

上，懲戒処分を行う。

(１)　この規則又はこの規則に基づいて定められる諸規程に違反した場合

(２)　業務上の義務に違反し，又はこれを怠った場合

(３)　正当な理由なくしばしば欠勤，遅刻，早退するなど勤務を怠った場合

(４)　故意又は重大な過失により大学に損害を与えた場合

(５)　窃盗，横領，傷害等の刑法犯に該当する行為があった場合

(６)　大学の名誉若しくは信用を著しく傷つけた場合

(７)　素行不良で大学の秩序又は風紀を乱した場合

(８)　重大な経歴詐称をした場合

(９)　その他前各号に準ずる行為があった場合

（訓告等）

第40条　前条に規定する場合のほか，服務を厳正にし，規律を保持する必要があるとき

（本学を退職した者が引き続き採用された場合で特任教員となる前の職員であった期

間の事由によるものを含む。）は，訓告，厳重注意又は注意を文書等により行う。

（損害賠償）
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第41条　特任教員が故意又は重大な過失によって大学に損害を与えた場合は，第３８条

又は第４０条の規定による懲戒処分等を行うほか，その損害の全部又は一部を賠償さ

せるものとする。

第８章　安全衛生

（協力義務）

第42条　特任教員は，安全，衛生及び健康確保について，安衛法及びその他の関係法令

のほか，所属長の指示を守るとともに，大学が行う安全，衛生に関する措置に協力し

なければならない。

（安全・衛生管理）

第43条　学長は，特任教員の健康増進と危険防止のために必要な措置をとらなければな

らない。

（安全・衛生教育）

第44条　特任教員は，大学が行う安全，衛生に関する教育，訓練を受けなければならな

い。

（非常災害時の措置）

第45条　特任教員は，火災その他非常災害の発生を発見し，又はその発生のおそれがあ

ることを知ったときは，緊急の措置をとるとともに直ちに所属長に連絡して，その指

示に従い，被害を最小限にくいとめるように努力しなければならない。

（安全及び衛生に関する遵守事項）

第46条　特任教員は，次の事項を守らなければならない。

(１) 安全及び衛生について所属長の命令，指示等を守り，実行すること。

(２) 常に職場の整理，整頓，清潔に努め，災害防止と衛生の向上に努めること。

(３) 安全衛生装置，消火設備，衛生設備，その他危険防止等のための諸設備を許可

なく操作したり，当該施設には立ち入らないこと。

(４) 運転中の機械の取扱いには特に注意すること。

(５) 喫煙は所定の場所で行い，吸殻等の始末を完全にすること。

(６) 保護具，安全具等の使用が定められているときは，必ずこれを使用し，その効

力を失わせるような行為をしないこと。

（健康診断等）

第47条　特任教員（専任型に限る。以下この条において同じ。）の健康診断は，採用時

及び毎年１回定期的にこれを行う。

２　安衛法に基づく職員の心理的な負担の程度を把握するための検査は，特任教員につ

いて毎年１回定期的にこれを行う。　

３　前二項の健康診断等の結果に基づいて必要と認める場合には，特任教員の就業を禁

止し，勤務時間を制限する等，当該特任教員の健康保持に必要な措置を講じる。

４　特任教員は，正当な事由なしに，第１項の健康診断及び前項の措置を拒んではなら

ない。

（伝染病の届出）

第48条　特任教員は，自己又は同居者若しくは近隣の者が伝染病にかかったときは，直

ちにその旨を所属長に届け出て，その指示を受けなければならない。
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（就業の禁止）

第49条　特任教員が次の各号の一に該当する場合は，就業を禁止することがある。

(１)　伝染のおそれのある病人，保菌者及び保菌のおそれのある者

(２)　労働のため病勢が悪化するおそれのある者

(３)　前二号に準ずる者

第９章　各種保険への加入

（各種保険への加入）

第50条　学長は，専任型の特任教員が厚生年金保険及び健康保険の被保険者に該当する

ときは，その手続きをとるものとする。

２　学長は，専任型の特任教員が雇用保険の被保険者に該当するときは，その手続きを

とるものとする。

第10章　災害補償

（業務災害）

第51条　特任教員の業務上の災害の補償については，労基法及び「労働者災害補償保険

法」（昭和２２年法律第５０号。以下「労災法」という。）の定めるところによるほ

か，国立大学法人大阪教育大学災害補償規程（以下「災害補償規程」という。）を準

用する。

（通勤災害）

第52条　特任教員の通勤途上における災害の補償については，労災法の定めるところに

よるほか，災害補償規程を準用する。

第11章　介護休業等

（介護休業等）

第53条　特任教員の介護休業及び育児休業並びに妊産婦及び母性の保護については，次

の各号に掲げる区分に応じ当該各号の定めるところによる。

(１)　専任型の特任教員の場合　国立大学法人大阪教育大学職員の勤務時間，休日及

び休暇等に関する規程第２８条及び第２９条並びに職員就業規則第６１条から第

６４条までの規定を準用する。

(２)　非常勤型の特任教員の場合　非常勤職員就業規則第３６条の２，第３６条の３

及び第７１条から第７３条までの規定を準用する。

第12章　出張

（出張）

第54条　特任教員が出張する場合は，所属長に申請し，承認を得なければならない。

２　特任教員が出張を終えたときは，速やかに所属長に報告しなければならない。

（旅費）

第55条　前条の出張に要する旅費については，旅費規程による。

第13章　福利・厚生

（宿舎利用基準）
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第56条　特任教員の宿舎の利用については，国立大学法人大阪教育大学宿舎規程の定め

るところによる。

第14章　職務発明

（職務発明）

第57条　特任教員が職務発明を行い，大学がその職務発明に係る権利を継承した場合

（本学を退職した者が引き続き採用された場合で特任教員となる前の職員であった期

間の発明又は継承を含む。）には，大阪教育大学職務発明規程を準用し補償金を支給

することができるとともに，その発明が特に顕著なものであったときは，これを表彰

する。

第15章　特定個人情報並びに個人情報

（特定個人情報並びに個人情報）　

第58条　特任教員は，大学及び取引先等に関する情報の管理に十分注意を払うととも

に，自らの業務に関係のない特定個人情報及び個人情報（以下「特定個人情報等」と

いう。）を不当に取得してはならない。

２　特任教員は，職務上知り得た特定個人情報等を，職務の範囲を超えて学内外を問わ

ず利用し，若しくは他人に提示し，又は提供してはならない。

３　特任教員は，配置換等の異動あるいは退職するに際して，自らが管理していた大学

及び取引先等に関するデータ並びに情報書類等を速やかに返却しなければならない。

４　特任教員は，行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７号），独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法

律（平成１３年法律第１４０号）及びその他の関係法令並びにガイドラインで定めら

れた規定に従い，厳格に特定個人情報等を取り扱うものとする。　

５　この規則に定めるもののほか，特定個人情報の取扱いに関することは別に定め

る。　

第16章　不利益取扱いの禁止

（不利益取扱いの禁止）

第59条　大学は，次の各号に掲げる場合において，そのことを理由として，解雇その他

いかなる不利益取扱いも行ってはならない。

(１) 特任教員が公益通報した場合

(２) 障がいのある特任教員が職場における合理的配慮に関し相談をした場合

附　則

　この規則は，平成２１年１月１日から施行し，平成２１年４月１日から適用する。

附　則

　この規則は，平成２２年４月１日から施行する。

附　則
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　この規則は，平成２４年７月９日から施行する。

附　則　

　この規則は，平成２５年４月１日から施行する。ただし，第４条の改正規定は，施行

日以後の労働契約から適用する。

附　則　

１　この規則は，平成２６年１月１日から施行する。

附　則　

１　この規則は，平成２６年６月１日から施行する。　　

２　改正後の規定は，施行日以後の労働契約から適用し，施行日前に締結した労働契約

については，なお従前の例による。

附　則　

１　この規則は，平成２７年１月１日から施行する。　

２　改正後の規定は，施行日以後の労働契約から適用し，施行日前に締結した労働契約

については，なお従前の例による。　

附　則　

　この規則は，平成２８年３月１日から施行する。ただし，改正後の第５９条第２号の

規定は，平成２８年４月１日から適用する。　

附　則　

　この規則は，平成３０年３月２６日から施行する。

附　則　

　この規則は，令和２年４月１日から施行する。
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分野 実習施設名 所在地 授業科目名
受入可
能人数

大阪市立総合医療センター 大阪府大阪市都島区都島本通2-13-22 心理実践演習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 2

社会福祉法人　東大阪市社会福祉事業団
東大阪市立障害児者支援センター

大阪府東大阪市菱江5-2-34 心理実践実習ⅡＢ 1

医療法人メディカルメンタルケア
横山・渡辺クリニック

大阪府茨木市春日2-1-12 心理実践演習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 1

大阪府済生会千里病院 大阪府吹田市津雲台1-1-6 心理実践演習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 2

医療法人　徳洲会　八尾徳洲会総合病院 大阪府八尾市若草町1-17 心理実践演習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 1

一般社団法人　大阪総合医学・教育研究会 大阪府大阪市西区土佐堀1-4-6 心理実践演習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 2

医療法人 養心会 国分病院 大阪府柏原市旭ヶ丘4-672 心理実践演習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 2

池田市教育センター 大阪府池田市城山町3-45 心理実践実習ⅠＡ、心理実践実習ⅡＡ 1

堺市教育委員会事務局 教育センター 大阪府堺市中区深井清水町1426 心理実践実習ⅠＡ、心理実践実習ⅡＡ 2

大阪教育大学附属平野小学校 大阪府大阪市平野区流町1−6−41 心理実践実習ⅠＡ、心理実践実習ⅡＡ 2

大阪教育大学附属平野中学校 大阪府大阪市平野区流町2-1-24 心理実践実習ⅠＡ、心理実践実習ⅡＡ 1

大阪教育大学附属高等学校平野校舎 大阪府大阪市平野区流町2-1-24 心理実践実習ⅠＡ、心理実践実習ⅡＡ 1

大阪府教育センター 大阪府大阪市住吉区苅田4-13-23 心理実践実習ⅠＡ、心理実践実習ⅡＡ 2

香芝市教育委員会事務局　学校教育課 奈良県香芝市本町1397番地 心理実践実習ⅠＡ、心理実践実習ⅡＡ 1

伊丹市教育支援センター「やまびこ」 兵庫県伊丹市千僧1-1 心理実践実習ⅠＡ、心理実践実習ⅡＡ 1

大阪府中央子ども家庭センター 大阪府寝屋川市八坂町28-5 心理実践実習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 1

大阪府障がい者自立相談支援センター 大阪府大阪市住吉区大領3-2-36 心理実践実習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 1

社会福祉法人 ポポロの会 大阪府八尾市水越2-81 心理実践実習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 1

大阪府立修徳学院 大阪府柏原市大字高井田809-1 心理実践実習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 1

大阪市こども相談センター 大阪府大阪市中央区森ノ宮中央1-17-5 心理実践実習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 5

NPO法人み・らいず 大阪府大阪市住之江区南加賀屋4-4-19 心理実践実習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 2

社会福祉法人飛鳥学院　児童養護施設飛鳥
学院

奈良県桜井市谷480-3 心理実践実習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 2

社会福祉法人なにわの里 きっずサポートな
にわ

大阪府柏原市田辺1-3-16 心理実践実習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 1

社会福祉法人乙の国福祉会
特別養護老人ホーム旭が丘ホーム

京都府長岡京市井ノ内朝日寺２３ 心理実践実習ⅠＢ、心理実践実習ⅡＢ 2

公認心理師　実習施設一覧表

医療

教育

福祉
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